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この印刷物500部を作成する際に排出されたCO2排出量1,020kg-CO2、
株式会社ウェイストボックスを通じ、排出権（J-クレジット：富山県の富山
市エコタウン内における石﨑産業エネルギーセンターによる廃棄物発電
を用いた温室効果ガス排出低減事業）によりカーボンオフセットされ、地
球温暖化防止に貢献しています。

この報告書（500部）作成にかかる
CO2合計排出量

株式会社東海理化 1,020kg‒CO2

  峯 愛実（めぐみ）さん作
     『笑顔のシャワー』
     「パラリンアート世界大会2021※」 
    東海理化賞 受賞作

※一般社団法人 障がい者自立推進
機構が開催する世界中の障がいの
ある方々からアート作品を募集する
コンテストであり、当社が協賛

表紙イラスト東海理化レポート 2022

東海理化レポート 2022
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‒ 創業精神 ‒
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΍ΒͶ͹ͳΒͳ͍ɻ͜ Εͦࣗ͜෼͕ͨͪ৽͘͠ਐग़͢Δ෼໺ͩɻʯͱɺεΠονͷੜ
ɺ੢ඎ೽ౡொʹhཱ͍ͪࢥΛ࢈ 株式会社 ౦ւཧԽిػ੡࡞ॴ Λɦઃཱ͠·ͨ͠ɻ ૑ऀۀ Ճ౻ ༝༤

૑ۀਫ਼ਆとつな͕Δ
経営ཧ೦

1. お客様に喜ばれる商品を創造し、豊かな社会づくり
に貢献する

2. 個性とチャレンジ精神を尊重し、若さと夢あふれた
企業をめざす

3. 社会の一員として、法と倫理を遵守し、自然・地域と
共生する企業をめざす

૑ऀۀਫ਼ਆをड͚͙ܧ
౦ւཧԽΠζϜ

ɹ����೥�݄ ʮʹઌਓͷݴ༿ʯͱʮߟಈએݴʯΛ·ͱΊ
ʮ౦ւཧԽΠζϜʯ͕ࢠ࡭ͨ Ε·ͨ͠ɻ͞ߦൃ
ɹʮઌਓͷݴ༿ʯ͸౦ւཧԽʹड͚͕ܧΕΔ͞·͟
·ͳ৴೦ɺՁ஋؍ɺϞϊͮ͘Γख๏Λ໌จԽͨ͠΋ͷɺ

ʮߟಈએݴʯ͸ߦͯ͑ߟ͕ͪͨࢲಈ͢Δࡍͷಓඪʹͳ
Δ΋ͷͱͳ͍ͬͯ·͢ɻ

2 ఺ݪͷͪͨࢲ

Since 1948私Since 1948私Since 1948 たちの原点

� �

఺ݪͷͪͨࢲ



1950 1960 1970 1980 1990 2000 2010 2020 （年）2021

売
上（
億
円
）

5,000

4,000

3,000

2,000

1,000

東海理化グループ発展の歴史

● 1948年
名古屋市郊外西枇杷島町にて
会社設立

ɹ౰社͸��೥Λӽ͑Δ௕͖ʹΘͨΓɺਓʹ༏͍͠ɺ͞ ·͟·ͳ੡඼Λ
ੜΈग़͖ͯ͠·ͨ͠ɻ
ɹ͍··Ͱ΋ɺ͜ Ε͔Β΋ɺਓͱΫϧϚͷؒʹੜ·ΕΔ
৽ͨͳײಈΛ͔ͨͪʹ͢ΔϞϊͮ͘Γʹ
औΓ૊ΜͰ͍͖·͢ɻ

会社の歴史

製品の歴史

創業当時の西枇杷島工場

※ステアリング事業は
豊田合成（株）と
　協業しています。

ϥΠτ
εΠον

Τϯδϯ
ελʔλʔ
εΠον

΢ΠϯΧʔεΠον

ύϫʔ΢Οϯυ΢
εΠον γϑτϨόʔ

Ϩόʔ
ίϯϏωʔγϣϯ
εΠον

ू߹εΠον

ࢭΈ๷ࠐΈڬ
ೳ෇͖ػ
ύϫʔ΢Οϯυ΢
εΠον

σδλϧΩʔ

ϓϦςϯγϣφʔ෇͖
γʔτϕϧτ

ϑΥʔεϦϛολʔ෇͖
γʔτϕϧτ

ຊ໩εςΞϦϯά
ϗΠʔϧ

γϑτόΠϫΠϠ
ηϨΫλʔ

੩ిλον式ώʔλʔ
ίϯτϩʔϧεΠον

ԕִૢ࡞σόΠε
ʢλονύου式ʣ

಺ߔΩʔ

ϫΠϠϨεΩʔ

Φʔφϝϯτ

Ξ΢λʔϛϥʔ

ϒϥΠϯυεϙοτϞχλʔˍ
๷ᚶػೳ෇ Ξ͖΢λʔϛϥʔ

σδλϧΞ΢λʔϛϥʔ

ΤϨΫτϩΫϩϛοΫ
ࣗಈ๷ᚶ Ξ΢λʔϛϥʔˍ
Πϯφʔϛϥʔ

̏఺式γʔτϕϧτ

�఺式γʔτϕϧτ

εςΞϦϯάϩοΫ

νϟΠϧυγʔτ

ϦόʔγϒϧΩʔ

थࢷϗΠʔϧΧόʔ

σϡΞϧϩοΩϯά
γεςϜ෇͖
γʔτϕϧτ

εςΞϦϯά
ϗΠʔϧ

εςΞϦϯάύου
εΠον

εϚʔτΩʔؔݰ

ॅ୐༻ిৣؾ

εϚʔτΤϯτϦʔˍελʔτγεςϜ

ΠϞϏϥΠβʔΩʔ
ΩʔϑϦʔ

HMI（
ヒュー

マン・
マシン

・

インタ
ーフェ

イス）製
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製品

セイフテ
ィ製品

エクステリアな
ど

1950年代～
戦後再建期

● 1964年
豊田工場操業開始

● 1966年
音羽工場操業開始

1960年代～
高度経済成長期

1970年代～
オイルショック

● 1980年
丹羽郡大口町へ本社移転

● 1986年
アメリカにTRUSA設立
（現：TRAM・TRMI）
カナダにQSS設立
（現：TRQSS）
● 1987年
台湾にRICA設立

1980年代～
バブル期

● 1991年
アメリカにTAC
設立

● 1994年
萩工場操業開始
タイにTSB設立

● 1995年
フィリピンにTRP
設立

● 1997年
アメリカにTRIN
設立
タイにTRT設立

● 1998年
イギリスにTRB
設立

1990年代～
バブル崩壊

● 2001年
中国にTRCT・TRCW
設立
チェコにTRCZ設立
ブラジルにTRBR
設立

● 2003年
ベルギーにTRBE
設立

● 2004年
中国にTRCF設立

● 2008年
タイにTRA設立
インドにTRMN設立

2000年代～
平成不況

● 2011年
インドネシアにTRI設立

● 2012年
インドネシアにTRSI設立

● 2015年
メキシコにTRMX設立

● 2018年
中国にTRCJ設立

2010年代～
現在

� �
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●本社・本社工場
●豊田工場
●音羽工場
●萩工場
●北関東営業所
●八王子営業所
●広島営業所
●ニュービジネスセンター名古屋オフィス
●東京オフィス

●東海理化NExT株式会社
●株式会社サン電材社
●東海理化エレテック株式会社
●株式会社東海理化クリエイト
●東海理化サービス株式会社
●東海理化Smart Craft株式会社
●株式会社東海理化アドバンスト
●株式会社ミロクテクノウッド

日 本

　トウカイリカベルギー株式会社
　TRCZ有限責任会社
　TRB株式会社

※南米含む
欧 州 3社 / 売上高 325億円

従業員数 1,406名

13社 / 売上高 1,643億円

従業員数 7,108名

9社 / 売上高 2,671億円

従業員数 7,971名

TRAM株式会社
　TAC マニュファクチャリング株式会社
　TRIN株式会社
　TRMI株式会社
　TRQSS株式会社
　トウカイリカメキシコ株式会社
　TGRテクニカルセンター有限責任会社

北 米

●主な連結子会社　●主な関連会社　●その他事業所

17

　TRBRインダストリアイコメルシオ有限責任会社

南 米
24

24

18

19

20

21

22

23

1718

19

20 21

22

23

1

2

3

1 2

3

　理嘉工業株式会社
　佛山東海理化汽車部件有限公司
　天津東海理化汽車部件有限公司
　無錫理昌科技有限公司
　東海理化（江蘇）汽車部件有限公司
　TRP株式会社
　トウカイリカアジア株式会社
　タイシートベルト株式会社
　トウカイリカ（タイランド）株式会社
　トウカイリカミンダインディア株式会社
　トウカイリカインドネシア株式会社
　トウカイリカセイフティインドネシア株式会社
　ミンダリカ株式会社

アジア

7社 / 売上高 997億円

従業員数 3,598名

1社
4

5

6

7

8

9

10

11

12

13

14

15

16

45

6

7

8

9

10
11 1213

14 15

16

育んだ事業

当期地域別売上高 当期地域別従業員数
売上高構成比

ɹ����೥ʹ౰社ॳͷւ֎ࢠ会社ͱͳΔ5PLBJ 3JLB 6�4�"�
 *OD�ΛถࠃϛγΨϯभʹઃཱ͠ɺΧφμɺ୆࿷ɺ
ϑΟϦϐϯɺΠϯυɺλΠͱւ֎ڌ఺Λ૿΍͠ɺࠓ΍ւ֎ʹ��ͷࢠ会社・ؔ ࿈会社Λͭ࣋·Ͱʹ੒௕͠·ͨ͠ɻ

グローバルネットワーク

製品・サービス

44.5%
20.4%
28.5%
6.6%

日 本A
北 米B
アジアC
欧 州  他D

A

B

C

D

4,873億円
合 計

（2022年3月期）
20,083名

合 計

7,971名
3,598名
7,108名
1,406名

日 本A

北 米B

アジアC

欧 州  他D

（39.7%）

（17.9%）

（35.4%）

（ 7.0%）

（2022年3月期）

A

B

C

D

2,671億円
997億円
1,643億円
325億円

日 本A

北 米B

アジアC

欧 州  他D

A

B

C

D

4,873億円
合 計

（44.5%）

（20.4%）

（28.5%）

  （ 6.6%）

（2022年3月期）

製品別売上高

A

B

C

D
E
F
GH

I

4,873億円
合 計

スイッチ類
シートベルト
キーロック
シフトレバー
ステアリングホイール
自動車用ミラー
装飾品
農機建機
その他

A
B
C
D

F
G
H
I

E

（48.2%）2,349億円
（14.0%）680億円
（10.1%）490億円
（ 9.9%）480億円
（ 1.8%）85億円
（ 1.6%）77億円
（ 0.9%）42億円
（ 2.8%）136億円
（10.7%）529億円

（2022年3月期）

 HMI（ヒューマン・マシン・
インターフェイス）製品

セキュリティ
製品

セイフティ
製品

エクステリア
など

ϨόʔίϯϏωʔγϣϯ
εΠον

εϚʔτΩʔܞଳػ

γϑτϨόʔ

ϦϞʔτΩʔ Ϩ̱γʔόʔ

λονύου

εςΞϦϯάϩοΫ

γʔτϕϧτ σδλϧΞ΢λʔϛϥʔ εςΞϦϯάϗΠʔϧ

ϑϧϗΠʔϧΩϟοϓ

Ξ΢λʔϛϥʔ

ΤϯϒϨϜ

※ステアリング事業は豊田合成
（株）と協業しています。

客先別売上高

（65.3%）3,183億円
（ 8.8%）430億円
（ 4.0%）194億円
（ 2.9%）140億円
（ 2.7%）131億円
（ 1.4%）70億円
（ 0.6%）29億円
（14.3%）693億円

A

B

トヨタ
トヨタ関連
スバル
スズキ
フォード
三菱
マツダ
その他

A
B
C

C
D
E F
G

H

4,873億円
合 計

D
E
F
G
H

（2022年3月期）
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●レバーコンビネーションスイッチ
●タッチパッド
●シフトレバー

●スマートキー携帯機
●ステアリングロック
●リモートキー＆
レシーバー

●シートベルト
●アウターミラー
●デジタルアウターミラー
●ステアリングホイール

●フルホイールキャップ
●エンブレム

中期経営計画

●事業を通じた課題解決  ●事業を支える基盤活動

ίʔϙϨʔτ・Ψόφϯε

૑ۀͷਫ਼ਆ ܦӦཧ೦

マテリアリティ

▲

P20-23

▲

P29-31

▲

P44-55

▲

P2-3

中期経営計画 ▲

P20-23中期経営計画

技術開発 生産技術

強 み

品質向上

経営基盤 製品競争力
向上

▲

P10-11

（2021年度数値）

●売上高
●配当金

4,873億円
54億円

財務資本

●不具合流出ゼロを実現
製造資本

728件●特許出願件数
知的資本

1,960時間
1.4％

●1人当りの
  年間総労働時間
●女性管理職比率

人的資本

▲1.4％
▲5.0％
0.4％

●CO2排出量低減率
●水使用量低減率
●廃棄物低減率

自然資本

40回
●機関投資家、
  アナリストとの会話

社会関係資本

技術開発 生産技術

（2021年度数値）

●格付

●資本合計

A＋

228億円
格付投資情報センター（R&I）

財務資本

国内  9ヵ所
海外24ヵ所
144億円

●拠点

●設備投資額

製造資本

305億円
3,017件

●研究開発費
●特許保有件数

知的資本

6,374名
20,083名

●単独従業員数
●連結従業員数

人的資本

126万GJ
24,167t
956千㎥

●エネルギー使用量（連結）
●原材料投入量（単独）
●取水量（連結）

自然資本

1,318社●サプライヤー数
情報開示と対話に基づく経営への
フィードバック

社会関係資本

経営資本
（インプット）

▲

P6、24-26

製品・サービス
（アウトプット）

スマートキー携帯機
ステアリングロック
リモートキー＆ 社会に

提供した価値
（アウトカム）

社会からの要請・課題
˔ ஍ٿԹஆԽେؾԚછ
˔ গྸߴࢠԽ
˔ ΫϧϚͷมԽ
˔ ফඅ・ੜߦ׆ಈͷଟ༷Խ
˔ *5ٕज़ֵ৽

セイフティ製品

HMI（ヒューマン・マシン・インターフェイス）
製品

セキュリティ製品

エクステリアなど

価値創造プロセス
ɹ౦ւཧԽ͸ɺʮ๛͔ͳ社会ͮ͘ΓʹݙߩʯʮੑݸͱνϟϨϯδਫ਼ਆΛଚॏʯʮࣗવ・஍ҬͱڞੜʯΛΩʔϫʔυͱͨ͠ܦӦ
ཧ೦Λ͛ܝɺਓͷҙࢥΛΫϧϚʹ఻͑Δ).*ʢώϡʔϚϯ・Ϛγϯ・ΠϯλʔϑΣΠεʣ੡඼ɺେ੾ͳΫϧϚΛकΔηΩϡ
ϦςΟ੡඼ɺΫϧϚʹ৐Δਓͷ໋ΛकΔηΠϑςΟ੡඼ͳͲɺਓʹ༏͍͠ɺਓʹدΓఴ ʮ͏շద・̓ ৺・̓ શʯͳ੡඼Λఏڙ
͢Δ͜ͱʹΑΓɺਓͱΫϧϚ͕ͱ΋ʹ͋Δ社会ͷൃలʹ͍ͨ͠ݙߩͱ͍ͯ͑ߟ·͢ɻ
ɹ౰社͸ɺ社会՝୊・ཁ੥ΛτϦΨʔͱͯ͠ɺܦӦࢿຊΛΠϯϓοτͱ͠ɺܦӦཧ೦ɺϚςϦΞϦςΟɺকདྷʹ͚ͨ޲औΓ
૊ΈΛ౿·͑ͨ͏͑Ͱ։ൃͨ͠੡඼・αʔϏεΛ社会ʹఏ͠ڙ·͢ɻ
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技術開発を支えるコアテクノロジー

世界トップレベルの生産技術

技術開発

生産技術 独自の生産技術でトップレベルのモノづくりを支える

6つのコアテクノロジーで世界トップレベルの価値を生み出す

人間工学 デザイン開発 入力センシング技術

金型技術開発 設備開発材料技術開発

入力フィードバック技術 安全支援技術 通信・暗号技術

クルマのスイッチを操作するうえでの
人間の身体的、生理的、心理的な特性を
定量的に評価・解析。
得られた結果をデザイン、設計に反映
し、より使いやすく、わかりやすく、快適
で感動を与えるHMI（Human Machine 
Interface）製品をめざしています。

金型を内製すること
により、高度な金型
技術を自社内に蓄
積し、より高品質な
製品生産を実現し
ています。

多様な角度からの
分析、開発、応用に
取り組み、次世代の
クルマに必要とされ
る材料特性を追求
し続けています。

製造技術

自社で製造した半
導体を基盤に実装
するなど、多くの高
度な製造技術で世
界トップレベルのモ
ノづくりを実現して
います。

自動化、高速化、高
品質を突き詰めた
生産設備を自社で
製造し、世界トップ
レベルのモノづくり
力を支えています。

ドライバーの操作に応える入力フィード
バック技術を開発しています。
操作に応じて指先に与える触感を変え
ることで、直感的な操作を可能にし、安
心 で 快適 なHMI （Human Machine 
Interface）製品を実現します。

子どもから高齢者に至る乗員の安全性
を高めるシートベルトや、ドライバーの
安全運転を補助する後方視界支援の進
化に日々取り組んでいます。
この先も乗員の安全性向上を追求し、予
防安全を見据えて、安全支援技術をリー
ドします。

盗難からクルマを守るため、日々セキュ
リティ対策を進化させています。
国内最大級 の 電波暗室 で のEMC
（Electro-Magnetic Compatibility) 評
価と卓越した解析力で高度な製品開発
を支えています。

人間工学や各技術の取り組みに、うれし
さと美しさを加えて製品をデザインして
います。
エンジニアリングの視点から、シンプル
で使いやすく合理的な造形を探究して
いきます。

ドライバーの意思や行動を情報として読
み取る、先進的なセンサー技術の開発に
取り組んでいます。
静電センサー技術により直感的な操作を
可能にしたタッチパッドや磁気センサー
技術を応用したシフトレバーなど多様な
センシング技術で、クルマとのコミュニケー
ションの幅を広げます。
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　2021年度は、先年来の新型コロナウイルス感染症のパ
ンデミックが未だ収束の兆しを見せない中、米中貿易摩
擦やロシアによるウクライナ侵攻によって国際的な緊張
が高まるなど、グローバル企業にとってさまざまなリス
クが顕在化した年となりました。その中で商品を安定的
に供給し続けることは、お客さまのみならず、当社が次な
る成長を遂げるためにも重要です。今一度、グローバル
な供給体制の強化と生産体制の効率化を進め、引き続き
ステークホルダーの皆さまからの信頼と期待にお応えで
きるよう尽力してまいります。
　最近、企業の社会における存在意義が問われています
が、今に始まったことではありません。昔から「企業市民」
という言葉があるように、企業も地域社会における良き
市民として存在し、社会に貢献すべきという考え方が重
視されてきました。利益を追求して事業規模の拡大や事
業存続を図るだけでなく、地域社会へ恩返しすることが
大切だと考えています。私が社長に就任して2年が経過
しました。就任当初から「オンリーワンであり続け、お客
さまが本当に心から喜んでくれる“製品”ではなく“商品”
をつくろう。そして、事業活動を続けさせてくれた地域
社会へ貢献し、従業員の家族へ利益を還元しよう」と言
い続けてきました。それらのことを踏まえて、カーボン
ニュートラルや地方創生にも力を入れています。
　地球温暖化防止は地球に住む私たちの喫緊の課題です。
今まで法令に対応する形で環境保全に取り組んできまし
たが、今後は温室効果ガスの排出量と吸収量を均衡させ、
2050年までに全体としてゼロにするカーボンニュート
ラルの実現に向けて取り組んでいきます。また、本社の
ある大口町や工場のある豊川市と連携した地方創生活動
も進めています。持続可能な経済社会をつくっていく責
務を果たし、地域社会とともに成長していく姿勢は、当社
の存在意義をさらに高めてくれると信じています。

　創業者 加藤由雄の「人が手掛けないことこそやる」と
いうチャレンジ精神は、100年に一度の大変革期に突入
した自動車業界にある当社にとって非常に大切なもので
す。お客さまである自動車会社が拡大していく中で、当
社も大きくなってきました。お客さまの仕事のやり方に
合わせた仕事のしくみができあがり、いつの間にかお客
さまから言われたことに忠実に応えることが仕事になっ
てしまっていました。しかし、新しい存在価値をつくって
いく必要があると考えた当社は、従来の事業展開とは視
点の異なるデジタルキー事業をスタートさせました。自
動車部品の製造を主軸としてきた当社がデジタルキーを
つくり始めたことは、企業イメージを変える大きな一歩
になったと思います。
　これまで当社がEV化や自動運転に関して対応に遅れ
をとっていた一番の理由は、電気自動車が主流になって
も私たちが製造する部品は無くならないという考えが残っ
ていたためです。そのため、早期から危機感を持って取
り組んできた会社とは明らかに温度差がありました。そ
して、EV化や自動運転以上に注視しておかなければなら
なかったのは、アメリカの電気自動車メーカー大手のテ
スラです。彼らは他社と協力しながら自社製品や互換性
のある他社製品を事実上の標準としているため、車両に
搭載する部品を徹底的に簡素化しています。それにより、
法律で決められているスイッチ以外は全てディスプレイ
化しました。そして、その規格が中国で最初に業界標準
として認められたことで、世界中で追随する動きが始まっ
たのです。その影響は大きく、スイッチを主力商品とす
る当社は、今まで営業活動を行っていなかった自動車会
社へ新たにアプローチしたり、他にも複数台の自動運転
車両の遠隔監視を可能にするカメラ映像表示システムを
搭載した遠隔監視装置の導入に向けた提案をしています。
このように、私たちが持っている技術とこれから必要と

代表取締役社長
社長執行役員

100年に一度の大変革期を次世代の成長機会と捉え、
スピーディかつ柔軟な対応で
中期経営計画の達成をめざします。

TOP MESSAGE

100年に一度の大変革期を
迎えて

社会における東海理化の
存在意義
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されるニーズをいかにマッチさせていくのかが重要で、
現在、商品企画部が取り組んでいる課題でもあります。
　商品や技術をどのようにビジネスにつなげるかが本来、
営業の機能です。しかし、今まで取り引きのあった自動
車会社に商品を売るだけでは不十分です。そこで意識改
革も含め、市場開拓者となって初見のお客さまのもとへ
飛び込んで商品や技術をアピールしていく、ニュービジ
ネスマーケティング部を新設しました。年間売上100億
円をめざして、従業員は意欲的に取り組んでいます。こ
の地道なマーケティングが波及していき、主力の自動車
部品の製造・販売にも良い影響がもたらされることを期
待しています。

　これまで自動車産業は地産地消を原則に、お客さまに
近いところで商品をつくって納めてきましたが、加速す
る米中貿易摩擦により、グローバルサプライチェーンが
地域別に分断されました。その一番の原因は、新型コロ
ナウイルス感染症の影響で中国の生産ラインが停止し、
世界的な半導体不足に陥ったことにあります。当社は部
品の半分以上を地域化しているので全体最適を踏まえた
再配分をすることができましたが、地産地消のモノづく
りやマーケティングを強化していく必要が生じました。
海外で生産している商品に使われる部品については、ロ
シアのウクライナ侵攻による原材料費や物流費の高騰を
受け、具体的なサプライチェーンが明らかになりました。
今後は部品の調達先の再検討や生産地域の集約化、物流
費の低減など、地域ごとの生産戦略を考えていくことが
求められます。マーケティングを強化する部分では、お
客さま目線での発想力を重視して潜在的な顧客ニーズを
商品に紐付けられるようにしていきます。

　半導体不足、新型コロナウイルス感染症の感染拡大、
サイバー攻撃などを背景に、お客さまである企業の大幅
な減産が私たちの生産にも直結して非常に厳しい業績と
なりました。足元のオペレーションが大きく影響を受け
たのに加え、原材料費や物流費の高騰により、250億円あ
る営業利益のほぼ半分にあたる100億円近くを失う大打
撃を受けました。
　売上高は円安の影響を受けアメリカでは増えた一方、
原材料費や人件費が高騰しました。当社では製造関係の
労務費に関して、人件費の上昇分を必ず原価低減で取り
戻して相殺しています。そのため、本来であれば、お客さ
まの売値が下がったり、原材料費や物流費が上がったり
した分については、工場で原材料の使用量を減らし、歩
留まりを上げるなどして対処するところですが、今回は
そのスピードをはるかに超えました。生産台数が減り、
売上高4,800億円程度に減少しただけで収益が悪化した
ことには変動費が要因としてあげられますが、それ以上
に研究開発費や減価償却費、間接費などの固定費が大幅
に増加したことが影響しています。固定費の適正な絞り
込みが必要なのは日本とアメリカで、今後それぞれの国
の状況を踏まえながら固定費を最適化していきます。

　2030年に売上高6,000億円をめざす中、どのように営
業利益を確保していくかが課題となります。活動の大き
な柱が固定費低減です。中期経営計画の中期資本戦略と
して発表した通り、2023年3月期予想の損益分岐点売上
高4,860億円を2026年3月期で4,350億円に改善するこ
とにより、強い収益体制をつくることができます。経営
基盤を強化する観点で言えば、2025年が一つのゴールと
なります。なぜなら、今から３～４年経過してからの方
が2030年の具体的な姿が見え、よりコミットメントした
数値目標が立てられるからです。地域別の戦略しかり、
売上高6,000億に対する利益とROE（自己資本利益率）の
数値目標ついては、適切な時期を見極めたうえで策定す
る計画です。
　そのような中でDXの推進は、固定費をコントロールす
るための土台となる部分です。システムが関係すること

とはいえ、根本的な仕事の進め方や判断基準を全て変え
ていくためにも、自分たちのモノづくりの現場を知って
おかなければなりません。生産技術力の強化と生産体制
再編にあたっては、従来の仕事の進め方を徹底的に見直
しています。その中で取り組んでいるのが、モノの流れ
と効率化の追求による生産性向上をめざした「Production 
under A roof (工程の近接化＆連結)」です。コンパクト
な設備と生産ラインをつくるためには、生産現場の人た
ちだけではなく、生産技術部門の力が必要です。生産現
場と生産技術部門の力を協同したこの取り組みが適切に
機能すれば、工場内にスペースが生まれたり、内製化によっ
てトラックでの運搬が減ったり、視覚的にも変化が捉ら
えられ、より大きな成果が期待できます。
　2021年に将来ビジョンを発表しましたが、将来の成長
に向けて目標をもう少し明確にするため、2022年に中期
経営計画を発表しました。具体的な内容としては、既存
ビジネスと新規ビジネスの考え方や、企業体質を強くす
るための生産体制再編、生産技術の強化、固定費の低減
についてです。中期経営計画の細部については各事業領
域のトップ自ら直接それぞれの従業員に伝えることで、
より社内に浸透し、着実に動き始めたという実感があり
ます。めざしているのは、物事を段階的に進めるのでは
なく、同時進行的に進めていく組織です。スタート時点
から各部門が連携して、しがらみの無いワンチームで取
り組むことで市場のスピードに対応していきます。
　さらに、人財育成にも力を入れています。今後は新規
事業分野の開発設計要員の確保が急務です。新卒・キャ
リア採用を強化するのに加え、生産技術部門の従業員に
ソフト技術を習得してもらい、注力分野に配置していく
予定です。私はかつてトヨタ自動車時代の恩師から、「部
下を２階に上げて、はしごを外して下から火をつけろ! 
焦げる前には見に行けよ」と教わりました。今の時代に
そぐわない強烈な表現ではありますが、愛を持って部下
を鍛え上げていく大切さを説いた言葉です。具体的に言
い換えるなら、「部下を一人で逃げ場のない苦境・変化点・
問題の渦中に飛び込ませると困り、悩みながら考え抜き、
現状を変える解決策をスピーディーに導き出して成果
をあげる。ただし、取り返しがつかなくなる前に、しっか
り上司としてフォローしなさい」ということになります。
人は数多くの困難を乗り越えると、人として大きく成長し、
強くなるものです。それゆえ、従業員に成長と活躍する
機会を与え、従業員の新しい能力や技術を向上させるこ
とで、会社としても成長する原動力になると思います。

　中期経営計画で策定した経営目標、2030年度の連結売
上高6,000億円超の達成に向け、当社は苦しい坂道を登っ
ている最中です。株主の皆さまには、単年の収益や株価
の動向だけでなく、長い目で見守っていただけると幸い
です。長期にわたって応援してくださる株主の皆さまに
は、安定的に配当を出して還元していく予定です。また、
地域社会にも還元したり、面白い商品やサービスを世の
中に提供したりするなど、魅力的な話題にあふれた会社
にしていきたいと思います。そういった意味で、今後は
既存事業の競争力を高めながら、新規事業・新領域の売
上を拡大していく予定です。
　新規事業を含めたモノづくりにおいて大事なのは、つ
くりたい商品をイメージする力です。商品をイメージす
る力を養うためには、つくろうとしているものがどんな
商品となり、どうしたらお客さまが喜ぶのかを常に自分
に問いかけられる感性を、全ての従業員が磨いておく必
要があります。さらに、マーケット全体を俯瞰して見る
力や、本当に売るべき商品なのかを見極める力も大切で
す。それらの力が身に付き、明確な商品イメージを共有
できるようになれば、商品化に必要な技術を持つ企業と
のM&Aについても検討する余地があると考えています。
　今後も「お客さまが本当に心から喜んでくれる“製品”
ではなく“商品”をつくる」ことを追求し、ステークホルダー
の皆さま、そして社会から今以上に必要とされる企業へ
と進化していきます。そのためにも、中期経営計画の達
成に全社をあげて尽力してまいりますので、株主の皆さ
まには引き続き応援をいただけますと幸いです。

サプライチェーンの全体最適化

中期経営計画の達成に向けて

2021年度を振り返って ステークホルダーの皆さまへ

�� ��

トップメッセージ 持続可能な成長に向けて͚ͯ޲ʹଓՄೳͳ੒௕࣋



　2021年度は、半導体供給不足や新型コロナウイルス感
染拡大に起因する客先稼働の低迷が継続していることに
加え、原材料価格の値上がりや物流コスト増の影響が、1
年を通して会社収益に重くのしかかりました。その結果、
売上高は4,873億円と昨年度と比べ10.7%の増収となっ
た一方で、営業利益は92億円と34.4%の減益となり、き
わめて厳しい決算になりました。
　ただ、そうしたネガティブな要因が重なる中でも、中長
期目線での抜本的な収益体質の改善をめざし、生産現場
における1秒、1ミリ、1グラムにこだわった原単位改善と
事務・技術職場における工数削減や精度向上を目的とし
た業務改善を徹底的に推し進め、1年間で91億円の原価
改善効果をあげることができました。
　2022年度は、客先減産リスクや原材料値上がりの継続
は予想されるものの、2021年度と同等レベルの高い原価
改善目標を意欲的に設定し、全社を挙げて活動を推進し
てまいります。また、お客さまの生産変動に対しては、柔
軟な稼働対応が可能な生産物流の構えを基本としつつ、
収益の最大化とリソーセスの効率化を図ってまいります。
その上で、2022年度の収益見通しは、売上高5,200億円、
営業利益100億円を見込んでいます。

　当社は本年5月末に中期経営計画を公表しました。今後
クルマの役割や機能の大きな見直しが予想される中で、当
社製品や事業そのものの変化も必要と考えています。そ
のためには、当社製品や事業の将来のあるべき方向性をしっ
かり示した上で、中期目標を設定し、その目標達成に向け
てスピーディかつ柔軟に対応していかなければなりません。
今回こうして中期経営計画を策定したことにより、社内に
おいて我々が今後やるべきことを明確にすることができ
ました。また、当社の活動をサポートしていただいている

ステークホルダーの皆さまとこの中期経営計画を共有す
ることができたことは大きな成果であると思います。
　中期経営計画では２つのステージに分けて目標を設定
しました。最初のステージは2025年度の売上高目標を
5,200億円とし、次のステージは2030年度の売上高目標
6,000億円超をめざします。そして、2025年度までの活
動が、2030年度6,000億円超へ飛躍するための土台づく
りとして、とても重要となると考えています。販売面に
おいては、エレクトロニクス関連商品など次期戦略製品
の品質、コスト、納期のつくりこみに取り組むとともに、
新規事業についても拡販を推進してまいります。同時に、
販売面での取り組みを支えるDX推進、生産技術、生産体
制、人財などの経営基盤を強化してまいります。
　財務面では、たとえお客さまの稼働が減少したとして
も安定的に収益を確保するとの思いから、「変化に柔軟に
対応できる収益体質づくり」をめざして活動を進めます。
その活動の評価指標を「損益分岐点売上高」として、2025
年度の目標を新たに設定し、変動原価の削減と固定費の
削減の2つの面から具体的な活動を進めていきます。変動
原価の削減活動の1つとして、原価の見える化など生産現
場の活動を促進させるためのツールの開発やそのツール
の現場への導入も計画的に進めています。また、固定費に
ついてもDXを始めとする業務プロセスの抜本的な改革
による効率化を狙い、労務費、減価償却費、経費を対象に
各部削減目標値を設定し、削減に取り組んでいます。こう
して2025年度営業利益250億円達成をめざします。

　研究開発、設備投資、人財などリソーセスについては、
限られた資源でもありますので、メリハリをつけて重点
領域、注力領域へ配分することが基本と考えます。
　事業環境が大きく変化している中で当社が継続的に成
長していくためには、これまでの通常投資ではカバーでき
ない領域が出てまいりました。そこで、新たに通常投資と
は別枠で「戦略投資」枠を設定しました。カーボンニュー
トラル、DX推進、生産体制の再編、新規事業の4領域に、
2021年度から5年間で総額約300億円を重点的に投資し
てまいります。特にカーボンニュートラルの活動には脱炭
素社会の実現をめざし約90億円の資金を投入いたします。
また、デジタルキービジネスをはじめとする新規事業への
投資については、計画されたリターンを獲得しているか確
認しながら、投資対効果の管理を強化していきます。

　一方、通常投資においては、省人、省スペースなど効率
化に結び付く投資も積極的に実施し収益への貢献も図っ
てまいります。このような重点領域、注力領域への投資
と先ほど申し上げた固定費削減との両立を図りながら、
テーマごとにその是非をきめ細かく検証しながら取り組
んでいきます。

　今回の中期経営計画の中では、当社の資本戦略を明確
にいたしました。
　資本戦略の基本的な考え方は、会社を運営するうえで
あるべき必要資金量を600～700億円と固定し、これを超
える余剰資金については、将来の成長への投資、新領域
部品開発、海外での工場拡張、業務提携・M＆A資金に活
用を考えるほかに、配当金支払や自社株買いを通して株
主の皆さまにしっかり還元を行っていきたいと考えてい
ます。
　また、ROEの目標を2025年度8%と設定しました。
ROE目標達成のため、これまで申し上げた収益を向上さ
せる活動に注力すると同時に株主還元による自己資本の
最適化も図ってまいります。

資本戦略

将来の成長に向けた投資

中期経営計画

2021年度の振り返りと2022年度の見通し

財務担当役員  
西田 裕

CFO MESSAGE

中期経営計画の

達成により、

会社のさらなる

成長をめざします。
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一部
M＆A資金
として活用

’21年度末
手元資金
（NET）

’22～’25年度
キャッシュフロー
（戦略投資除いた
償却前利益）

戦略投資 設備投資
（戦略投資除く）

株主還元前
手元資金
（NET）

株主還元
配当、

自社株買い

’25年度末
手元資金
（NET）

1,450
億円

920
億円

820
億円

1,280
億円 600

～

700
億円

270
億円
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中期経営計画
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事業戦略の推進

新たなHMIの実現
　車を「人が操作する」時代から、車が「人を捉え、意思を読み取り、人に応える」
をコンセプトとした「インテリジェントコクピット」を実現しました。「乗りたい私
を迎えてくれるドア」、「開けたい私を感知してくれるムーンルーフ」、「指先に近づ
いてくれるディスプレイ」などの今までにない体験をお客さまに提供いたします。

TOPICS

Ⅰ

������������

5,200 5,200

6,000超

エレクトロニクス
製品

メカニカル
製品 価格競争激化

製品変化

（億円）

▲800
既存製品の
競争力向上

新規事業

新規事業

新領域
新技術

売上計画 2025年度には売上を維持し、2030年度には
6,000億円＋αの売上をめざします。

次世代の成長コア

● 今の開発資産を生かし発展させた新市場へのチャレンジ
● これからの市場に求められるものに対応した新技術の種まき

2030年

2030飛躍の
土台づくり

2025年

● 領域別戦略 ● 地域戦略

Ⅰ 事業戦略の推進
● DX推進　● カーボンニュートラル　
● 人財　　   ● 生産体制　● 生産技術
● 固定費コントロール

Ⅱ 経営基盤の強化

安 全 安全で健康にいきいきと働ける職場

品 質 安心安全でお客さまに選び続けられる品質

　現在、2024～2025年度に量産する次期重点戦略製品つ
まりコラム・インパネ周りのスイッチやシートベルト、そし
てグローバル戦略の担い手であるシフトバイワイヤとスマー
トシステムについて製品別のシナリオをつくり上げ、これら
の戦略製品を2028～2030年の収益の柱にしていきます。
　また、重点地域別の取り組みについては、日本では現有設
備やスペースを最大限に活用した内製化を生産技術・生産
現場の知恵を織り込み実行、北米ではメキシコ生産会社で
あるTRMXを最大活用し、既存拠点の再構築による全体の
固定費の最適化、中国では技術/営業拠点であるTRCJを強
化し、拡販を促進。インドでは今後伸びる市場の中で、既存

客先社向けビジネスの拡大をねらって北部での新工場設立
を計画しています。

஍  Ҭ ࡦ  ࢪ

日  本
● 現有資産の最大限の活用による収益体質強化
● 製品変革に対応する生技/生産戦略の実行

アメリカ
● メキシコでの競争力強化をねらった拡張
● 北部拠点の再構築

中  国
● 技術機能の独立現地化
● ローカルサプライヤーのさらなる活用
● 現地客先拡販

インド
● スズキ向け拡販と北部での拠点拡大
● 現地パートナーとの連携強化

既存製品の競争力強化

　顧客・地域・社会課題の解決を通じて2025年度に40
億円、2030年度に150億円の売上目標を掲げ、活動を展開し
ています。
　デジタルキーはレンタカーやカーシェアリング、社用車管
理において多方面から好評をいただいており、今後さらな

るサービスの向上を図り、拡販も進めています。
　また、東海理化の既存技術の活用による新事業の領域拡
大を進めており、ハプティクス応用のデジタル教材、視覚障
がい者向け歩行支援デバイス、シートベルト端材を活用し
たアップサイクル商品の売込みも行っています。

新規事業戦略

これからやっていくことこれまでやってきたこと

「モビリティ領域」へのサービス展開

他業界への部品供給提案
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※河村電器産業
　との協業製品

&7ॆిઃඋ
※河村電器産業
　との協業製品

既存技術
の応用

マグネシウム鋳造 センサー・半導体 ハプティクス応用 端材活用
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「住宅・空間領域」へ領域の拡大

コンシューマー市場への商品投入
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経営基盤の強化Ⅱ
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工程間物流の自動化/無人化 部品～組立工程・同一品目の集約・
ワンフロア化

不良品がつくれない/　  
現場のやりづらさを排除

→トレーサビリティへの活用

今まで

将 来

DXed町工場

受
入

出
荷

工
程
1

工
程
2

工
程
3

受
入

出
荷

工
程
1

工
程
2

工
程
3

AVG 集中ストア

データ
ベース

＋AGV活用 工程近接 ＋DXによる工場アシスト

工程の近接化&連結 Production under A roof

徹底的にエネルギー高効率な
生産技術を確立

● 製品CO2低減 ● 製品LCAシステム構築着手2025年運用開始

将来の電動車社会に向け
低CO2製品を提供

生 産

製 品

調 達

物 流

その他

686
千t-CO2

（千t-CO2）

205020302013
基準年

250

200

150

100

50

0

電気
ガス

低減実績
▲16%

目 標

▲60%

SF6

電気
ガス

SF6

240

2021

201

12MW

17MW

26MW

96 2030年

（年）

202520222021 （年）

（CO2）

205020402020

目 標

▲10%

2030

2030年

▲30%
2040年

（年）

7%
10%

15%

低CO2
製品の
提案

LCAデータベース

原材料CO2

外製CO2

製造CO2

ઃܭ
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CO2
総量●g

調 達

製 品

物 流 生 産

2030年仕入先CO2排出量 
▲20％ 

2030年環境対応車 
50％ 

● 再エネ率
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　「Production under A roof」をテーマとして工程を近接化、
集約し、モノの流れのシンプル化、整流化をはかっています。
　本社主導ではなく、各工場長が強いリーダーシップを持ち、
3工場独自のスローガンを掲げ、活動のキックオフを行い、ス
ピード感を持って、近接化・集約をまさに進めている最中です。

　例えば、豊田工場では、建屋間、フロア間に跨っていた工
程をワンフロアに集約することにより、流れがシンプルにな
り、リードタイムも短縮できました。
　さらにAGV（無人搬送車）活用による省人で、新規事業の
内製化を増員なしで切り抜けていきます。

生産体制再編

　製品、生産、物流、調達の観点からライフサイクル全体で
の貢献を既に始めています。
　製品においては、すでにシフトレバーの材料を、CO2原単
位の小さい樹脂材へ設計変更しています。
　生産においては、昨年、徹底的な省エネを含め2013年比
で16%低減を達成しており、2025年までで100億円の投資
を行い、生産CO2は2030年で60%低減達成をめざします。
　調達においては、昨年、協力会でカーボンニュートラル宣

言を行い、CO2年間2%低減を達成しており、2030年に20%
低減をめざす活動を取り組み始めています。
　物流においては、今年度までに環境対応車を7台導入、
2030年に50%以上にすることをめざしています。
　再エネ開発については、昨年、中部エリア初の取り組みと
して、中部電力ミライズ株式会社と連携し長野県に太陽光
発電所をつくることを決定し、再エネ率を2022年には10%、
2025年には15%をめざします。

カーボンニュートラル戦略

　中期経営計画を推進するためには、技術系人財の確保が
不可欠です。
　特に、IT、クラウド人財の補強を200名規模で考えています。
　キャリア採用を強化し、新卒含め2025年までに100名を
新規に確保します。
　さらに既存領域の設計者の中から100名を選抜してリス
キルを行い、注力分野にシフトします。
　開発設計者の総数1,300名は変えずに、中身をソフト開発
にシフトします。

人財育成

δΣϯμʔ 成長支援により2026年までに
女性管理職2倍(22名)へ

δΣωϨʔγϣϯ 早期のキャリアオーナーシップと
継続活躍

ϋϯσΟΩϟοϓ 活躍できる職場づくり

φγϣφϦςΟ 強みを活かす体制整備

　経産省より、DX認定事業者として選定、事業適応計画も
認定されました。
　モノづくり（開発から生産準備）では3DA（3次元）データ
による一気通貫システム、製品データの全社共有システ
ム、正しく漏れのない設計をガイドするAIエンジニアと具

現化などを進めてきました。モノづくりのDXでは従来に比
べ、リードタイム1/2の実現が見えてきています。
　同じリソーセスで新たな
拡販や新製品開発を推進し
ていきたいと思います。

DX推進

　1つ目は、究極の製造リードタイム短縮と無人化への挑戦
をします。
　まずは、材料供給から完成品検査までを一気通貫でつく
り上げる自動化ラインを開発します。
　安くコンパクトな部品加工機を開発し、組立自動機にイ
ンライン化することにより、工程を跨いだリードタイム1/n、
スペース1/nを追求します。
　2つ目は、補給部品対応についても迅速な解決策を打ち立
てます。

　ロボット機能を最大限活用した完全無人化の汎用ミニマ
ムラインによる補給部品生産を各工場でトライ中です。
　最後に、DXと匠の技術の融合による金型事業の競争
力強化として、生準のレベルを東海理化の中で極限に高
めた状態で2022年7月に別会社「東海理化 Smart Craft
株式会社」を発足し、新製品の開発やリードタイムの短縮に
貢献します。

生産技術力の強化

シンボルマーク＋ DX認定

�� ��
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事業概況

事業内容
　電子キーシステム用の携帯機、レシーバー、アン
テナ、コントローラーなどの構成品、電源ECU、イモ
ビライザーECUなどのECU、カスタムIC、各種セン
サーなどが主力製品です。
　従来はパワーウィンドウスイッチやステアリング
ロックなどの製品の中にECUを組み込むメカトロ
ニクス用ECUが主力でしたが、車両の電子化が進む
中、ECU単独の製品が増加しています。

1994年に世界初の電子式イモビライ
ザーシステムを、1999年に日本初の

電子キーシステムを製品化した当社は、エレ
クトロニクス製品に不可欠な通信暗号技術を
持っています。
　また、1980年より汎用でないカスタムICを
独自で設計・生産しています。

人間工学に基づき、ドライビングシミュ
レータやモーションキャプチャの結果

から性別、年齢、体格などを考慮した精緻な設
計指針を実現し、客観的かつ定量的な評価から、
「心地よさ」を追求しています。
　また、ドライバーの意思や行動を情報として
読み取る入力センシング技術、クルマから受け
取る情報が限られた中でドライバーの意思に
応える入力フィードバック技術もあります。

シフトレバーはいち早くバイワイヤ化
に対応し、競争力を確保し、国内1位の

シェアを確保しています。
　アウターミラーは意匠、機能、法規対応を要
求される高難度な製品であるにも関わらず、
1981年の生産開始以来生産を続け、高機能の
製品を提供し続けています。

性能確認のためにインパクトスレッド
試験を繰り返し、CAEによるシミュレー

ションと併用し年々上がり続ける要求性能を
達成しています。
　小さな子どもから高齢者に至るまで、安全性
を高めるシートベルト技術の向上に、日々取り
組んでいます。

　開発体制を各ビジネス領域に再編
し、５つのビジネスセンターを新設
しました。
　また、各工場をビジネスセンター
から切り離し、生産センター直轄と
し、最適な生産地決定を担うようにし、
全社モノづくり戦略の司令塔機能と
して「グローバル生産技術部」を新設
しました。

事業内容
　シフトレバー、アウターミラーなどが主力製品です。
　シフトレバーは2003年に製品化されたシフトバ
イワイヤセレクター、アウターミラーは2018年に製
品化されたデジタルアウターミラーのようにバイワ
イヤ化、デジタル化されたものが増えてきています。
　従来の機械式の製品は競争力確保のため、部品共
通化、構造の簡素化を進めています。

事業内容
　ステアリング周りのレバーコンビネーションスイッ
チ、ステアリングスイッチ、インパネ周りのヒーター
コントロールスイッチ、プッシュスタートスイッチ
などが主力製品です。
　スイッチ類は、当社の売り上げの約半分を占める
主力製品でありますが、最もコモデティ化が進んで
おり、中国企業をはじめとする低コストを生業とし
た企業との競争激化に晒されています。

事業内容
　シートベルトが主力製品であり、1962年の2点式
シートベルトの生産から始まり、高性能・高機能のシー
トベルトを開発し、乗員保護性能の向上に貢献して
きました。
　性能が乗員の生命に直結する製品なので、万が一
の際に確実な性能を確保するための品質確保が不可
欠です。

エレクトロニクス
ビジネスセンター

事業部体制から
ビジネス領域へ再編

セキュリティ
ビジネスセンター

HMI
ビジネスセンター

セイフティ
ビジネスセンター

スイッチ
事業部

セキュリティ
事業部

セイフティ
事業部

エレクトロニクス
ビジネスセンター

HMI
ビジネスセンター

本社工場 音羽工場・萩工場 豊田工場

セキュリティ
ビジネスセンター

セイフティ
ビジネスセンター

ニュービジネス
ビジネスセンター

技術開発センター

品質保証センター

生産技術センター

生産センター

強 み 強 み 強 み 強 み

新組織図旧組織図

技術開発センター

エレクトロニクスセンター

品質保証センター

生産技術センター

生産センター
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東海理化

株主・投資家

　4半期ごとに決算発表を実施し、毎年5
月の通期の決算説明会と毎年6月の株主
総会では、当社の事業報告および中期的
ビジョン・計画を報告しています。また、株
主総会では、株主さまの施設見学会を開
催しています。それとは別に、ここ数年は
プレスリリースに力を入れており、2019
年度19件、2020年度44件、2021年度55
件と増加しています。
　新規ビジネス拡大に伴う新製品・サー
ビスや業務提携の発表を積極的に行って
います。

お客さま 　カーメーカー・ボディメーカーのお客さま向けに定期的に新製品展示
会を開催しています。
　また、通常の営業活動に加え、デジタルキーではBtoCのビジネスが拡
大しており、エンドユーザーのお問い合わせ窓口も充実させています。

取引先さま

　毎年4月に「東海理化グルー
プ方針・調達方針説明会」およ
び「仕入先表彰」を開催してお
り、2021年4月には主要仕入先
さま130社が参加しています。

地域社会

　工場周辺の地域との懇談会を年に1回実施
しており、当社の環境および防災の取り組み
をご見学いただいています。
　また、2021年4月には、地域に寄り添い、地
域課題を協力して解決するために、大口町や
豊川市と包括連携協定を締結しました。

従業員 　コンプライアンスの相談窓口を設け、不正行為やハラスメント
に対する自浄作用を働かせています。
　その一方で、社内で起きていることをリアルタイムで従業員に
伝えるため、従来の月に1回の社内報に加え、Web社内報を導入
しています。
　また、上司との面談を期首、期中、期末の3回に分けて実施し、社
内コミュニケーションの活性化につとめています。

事業内容
　顧客・地域・社会課題の解決をミッションとして活
動を展開しています。
　主力のデジタルキー事業は、モビリティ領域にお
いて、レンタカーやカーシェアリング事業者さま、社
用車保有企業さまなどから好評をいただいています。
市場のニーズを素早く製品にフィードバックし、ス
ピード感を持って多くのお客さまに届けていきます。

ニュービジネス
ビジネスセンター

社会課題を紐解き、ビジネスモデル
を構築し、マーケティング、セールス

活動の中で得た市場のニーズを素早く製品に
フィードバックするために、ニュービジネスマー
ケティング部とニュービジネス開発部が一体と
なって即断即決で取り組んでいます。

強 み

取り組み内容
　デジタルキーについては、モビリティ領域から、住
宅キー、また、河村電器産業との協業である宅配ボッ
クスやEV充電設備との連携など、住宅・空間領域への
拡大をめざし、よりお客さまに付加価値のあるサービ
スを提供できるよう積極的な活動を展開しています。
　また、マグネシウム鋳造やセンサー・半導体などの
分野で培われてきた東海理化の既存技術の、新しい業
界への領域拡大を進めています。
　既存技術の一つ、振動フィードバック技術（ハプティ
クス）を応用したデジタル教材は学研教育みらいと共
同開発中です。同じくハプティクスを応用した視覚障
がい者向け歩行支援デバイスは、事業の立ち上げに奔
走する従業員の様子がテレビ東京で紹介されました。
　シートベルト端材を活用したカバンなどのアップ
サイクル商品も方々で紹介・売込みを行っています。
　これらによりコンシューマー市場への参入に挑戦
していきます。

ステークホルダーエンゲージメント
ɹ౰社Ͱ͸ɺؔ ΔεςʔΫϗϧμʔʹର͠ɺ੣࣮ͳର࿩Λ৺͕͚͍ͯ·͢ɻ͢܎
ɹ͓͕͍ͨͩޓओுΛͯ͠܏ௌ͢Δ͚ͩͰͳ͘ɺʮ࣋ଓՄೳͳ社会ͷͨΊʹԿ͕ग़དྷΔ͔ʯͱ͍͏؍఺Ͱɺ
ٞ࿦ΛॏͶ͍ͯ·͢ɻ
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CSRポリシーとCSRガイドラインの制定

　当社のCSRの基本的な考え方を共有するために社会の要請、経営理念を基にしてCSRポリシーを制定し、CSRポリシーの
解説書としてCSRガイドラインを発行しました。

マテリアリティ策定プロセス

　当社グループが取り組むべき社会課題は何かを、ステークホルダーの関心度と、当社の重要度を勘案して、2020年12月に
15項目のマテリアリティ（重要課題）として定めました。事業を通じての課題解決として3項目、事業を支える基盤活動として
12項目あります。

東海理化グループのCSR
ɹ౰社͸૑ۀҎདྷʮਓ͕खֻ͚ͳ͍͜ͱͦ͜΍Δʯਫ਼ਆͷ΋ͱɺ͓ ٬͞·ͷχʔζʹԠ͑Δ঎඼ͮ͘Γʹ
औΓ૊ΜͰ·͍Γ·ͨ͠ɻଟ͘ͷ社会՝୊Λ๊͑Δۙ೥ɺ͕ͪͨࢲՌͨ͢΂͖社会త੹೚͸ॏཁੑΛ૿͖ͯ͠·ͨ͠ɻ
ɹͦͷΑ͏ͳதɺ౰社Ͱ͸ɺεςʔΫϗϧμʔͷօ͞·ͱͷର࿩ΛਂΊɺ׆ۀࣄಈΛ௨ͯ͡社会՝୊Λղܾ͠ɺ
Ͱ͖ΔΑ͏ͭͱΊ͍͖ͯ·͢ɻݙߩʹݱଓՄೳͳ社会ͷ࣮࣋

国際的ガイドライン※

項目の内部評価
（当社にとっての重要度
で層別）

GRI 36項目とSDGs 1項
目、合計37項目について
当社にとっての重要度の
観点から社内関係部署に
ヒアリングし点数化（3段
階評価）

国際的ガイドライン
項目の外部評価
（ステークホルダーの関
心度で層別）

外部評価機関が着目する
課題とベンチマーク4社
が重要としている項目の
会社数を加点し、3段階
に層別（第三者機関にて
評価）

重要課題
（マテリアリティ）の抽出
当社にとっての重要度とス
テークホルダーの関心度が
「特に高い領域」に位置する
項目を最重要視すべき課題
と判定。

重要課題
（マテリアリティ）の特定
5つの重要テーマと重要課題
15項目を決定。

※ISO26000（2010年制定 の
CSRのガイダンス規格）、
SDGs（持続可能な開発目標
2015年国連採択）、GRIスタ
ンダード（2016年制定の統
合レポート記入項目のガイ
ドライン）

STEP1 STEP2 STEP3 STEP4

�

�

�

�

�

�

౰社ͷॏཁੑ

ス
テ
ー
ク
ホ
ル
ダ
ー
の
関
心
度

重要課題

事業活動を通じての課題解決 事業を支える基盤活動

革新的な製品開発を通じて
社会課題を解決する
˔ 社会՝୊ղܾܕ঎඼։ൃ

働く意欲を高め、成長と社会への貢献を促す
˔ ࿑ಇ҆શӴੜɹ˔ ਓ財ҭ੒
˔ ଟ༷ ʢੑμΠόʔγςΟʣ

ガバナンスの強化とサプライチェーン
全体での公正な取引の実現
˔ ίʔϙϨʔτΨόφϯεɹ˔ ෗ഊ๷ࢭ
˔ શ社$43 ମ੍ͷߏ࠶ஙɹ˔ ൓ڝ૪తߦҝ
˔ αϓϥΠνΣʔϯ΁ͷ$43ਁಁ

環境への負荷を低減する
มಈ΁ͷରԠީؾ ˔
Ԛછͷ༧๷ڥ؀ ˔
༺རݯࢿଓՄೳͳ࣋ ˔
˔ ੜ෺ଟ༷ੑ΁ͷऔΓ૊Έ

顧客の安心安全を支える
٬ͷ҆શ・඼࣭อূސ ˔
˔ 情報ηΩϡϦςΟͷਪਐ
ʢίωΫςου੡඼ʣ

CSR推進体制

　マテリアリティ策定のプロセスの中で、社会課題に関わる部署を特定し、担当範囲を協議のうえ決定しました。
　総務部が事務局を担当し、方針管理と経営陣への報告を執り行います。
　また、CSRポリシーは経営方針と別にあるのではなく、統合することにより全社でサステナビリティの推進を図っています。

˙ ମ੍ਤ χϡʔϏδωεϚʔέςΟϯά෦

ہ務ࣄ

૯務෦

情報γεςϜ෦

ௐୡ෦

ΧʔϘϯχϡʔτϥϧઓུਪਐࣨ

μΠόʔγςΟਪਐࣨ

ਓࣄ෦

ը෦اۀࣄ

඼࣭อূ෦

ੜٕ؅ཧ෦

औక໾会

Ӧ会ٞܦ

企業風土

社員行動指針

中期
経営方針

経営理念

スローガン
CSR

ガイドライン

CSR
  ポリシー

創業者
精神

事業活動

東海理化
イズム

ɹ౦ւཧԽάϧʔϓ͸ɺܦӦཧ
೦ʹ͋Δ๏ͱྙཧΛ९क͠ɺࣗ
વ・஍Ҭͱڞੜ͢Δ݈શͳۀࣄ
ಈΛ௨ͯ͡ɺશͯͷεςʔΫ׆
ϗϧμʔͱڞʹɺ࣋ଓՄೳͳ社
会ͷ࣮͠ݙߩʹݱ·͢ɻ

CSRポリシー

ᶃ๏ͱྙཧͷ९क
ᶄਓݖͷଚॏ
ᶅ๛͔ͳ社会ͮ͘Γ΁ͷݙߩ
ᶆ஍Ҭ社会΁ͷݙߩͱ社会ࢀը
ᶇಇ͖΍͍͢৬৔ͮ͘Γ
ᶈࣗવڥ؀ͷอޢ
ᶉ情報։ࣔ
ᶊϦεΫ؅ཧ
ᶋऔΓ૊Έ߲ࣄͷ࣮ફ

CSRガイドライン
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東海理化グループのマテリアリティ
ɹϚςϦΞϦςΟʹର͢ΔϦεΫͱػ会ΛۃݟΊͨ͏͑Ͱɺ໨ඪʢ,1*ʣΛઃఆ͠ɺํ ਑؅ཧΛ͍ߦ·͢ɻ

ϚςϦΞϦςΟ ͋Δ΂͖࢟ ϦεΫ 会ػ ����೥౓ͷऔΓ૊Έ ����೥౓ͷ໨ඪʢ,1*ʣ ؔ࿈͢Δ4%(T

事
業
を
通
じ
て
の
課
題
解
決

社会課題解決型商品開発 グローバルでの社会課題を把握し
貢献を模索する開発姿勢

●   競争力の低下
●  既存事業の枠組みを
 超えた価値創造

●   SaaS型商品「FREEKEY社用車予約」のサービス 
開始

●   アップサイクル商品などの既存領域の枠を超えた
 商品の開発

●   デジタルキー事業でARR(受注ベース)1.26億円       

顧客の安全・品質保証
お客さま（エンドユーザー・
自動車メーカー／サービサー）へ
安全・安心な製品・サービスの提供

●   顧客への被害
●   顧客の信用失墜

●   顧客の信頼獲得
●   「業界No.1」必達に向けた品質確保
●   新事業のお客さま満足提供
●   「品質の東海理化」を支える基盤強化

●   既販車処置：0件
●   納入不良(法規･機能)：0件

    

情報セキュリティの推進
情報資産の適切な管理により
機密漏えい、情報の改ざん、
サービスの停止を未然防止する

●   レピュテーション低下 ●   新規顧客の開拓
●   標的型メール訓練実施
●   子会社Ｃ-SIRT組織体制の整備着手・検討

●   サプライチェーンに影響する
 セキュリティインシデント発生：0件     

事
業
を
支
え
る
基
盤
活
動

安全衛生 全労働者（間接雇用も含む）の
身体的精神的健康の達成

●   従業員のモチベーション低下
●   人財確保困難

●   優秀な人財の育成・確保 ●   健康経営の推進
●   生活習慣改善活動の推進
●   メンタルヘルス活動の推進
●   「ホワイト500」継続取得

  

人財育成 平等な機会で必要なまたは
希望する教育が従業員に提供される

●   次世代を担う人財の枯渇 ●   持続可能な成長
●   キャリアデザインシートや2Wayコミュニケーション
   シートを使い、個人別に「活躍・成長のサイクル」に
   基づく人財育成を実施

●   問題解決研修の実施
●   ライン長研修の実施

  

多様性（ダイバーシティ）
年齢、性別、障がい、人種、民族、出自、
宗教などによるあらゆる差別を
禁止し、互いを認め合い共働する

●   画一的な思考・判断 ●   イノベーションの促進

●   「ダイバーシティ宣言」を発表
●   「ダイバーシティ推進室」を新設
●    ダイバーシティの理解促進活動（講演会実施)
●   「えるぼし」認定で最高位（3段階目）

●   年齢や性別に関係なく、誰もが活躍できる職場づくり
●   女性活躍推進
●   男性育休取得推進への働きかけ
●   シニア施策の体系化
●   障がいを考慮したハード面の環境整備

  

気候変動への対応 カーボンニュートラルの実現
●   自然災害の増加
●   エネルギーコストの増加

●   地球温暖化問題の
   解決に貢献

●   分科会活動による生産設備の省エネ改善
●   再生可能エネルギーの導入
●   ルート見直しによる輸送効率化

●   エネルギーCO2排出量：112,806t-CO2以下（連結）
45,846t-CO2以下（単独）

●   再エネ率：8.3％以上（使用電力比）
●   輸送CO2排出量：2,927t-CO2以下

  

環境汚染の予防 環境異常・苦情ゼロの継続
●   法違反による生産停止
●   公害発生による信用失墜

●   地域からの信頼性向上
●   環境マネジメントシステムの強化・推進
●   環境リスクの低減活動

●   環境異常・苦情件数：0件       

持続可能な資源利用 資源の有効利用による
サーキュラーエコノミーの構築

●   資源調達、廃棄物処理
       コストの増加

●  持続可能な生産体制の構築
●   エコ素材使用による
製品の付加価値向上

●   3R活動による廃棄物低減活動
●   収容方法見直しによる梱包包装資材の低減活動
●   水のリサイクル利用（半導体、メッキ工程）

●  廃棄物原単位：0.37t／百万個
●   梱包包装資材原単位：0.555t／億円
●   各地域の水事情に応じた水資源の有効利用

  

生物多様性への取り組み 人と自然が共生する
地域社会の実現

●   自然資源の調達不安定化
●   地域貢献による
企業のイメージアップ

●   地域と連携した里山、湿地の保全活動
●   グローバルでの植樹活動

●   地域貢献につながる生物多様性の保全活動を
 各工場で実施

コーポレートガバナンス マネジメントシステムとして
機能するCSR体制により、
可能な限りステークホルダーの
意見を尊重した独善的でない
組織の構築

●   資金調達困難 ●   市場価値の増大
●   役員のスキルマトリックスの作成
●   取締役会の実効性評価 ●   取締役会において経営上の重要事項や将来に向けた

事業の方向付けを行い、中期経営計画を策定
● 取締役会で定期的に実効報告全社CSR体制の再構築

●   優先度・方向性の
   定まらない活動

●   社会の持続可能性に貢献 ●   マテリアリティに基づく会社方針への反映と実施

腐敗防止 従業員の安全を考慮したうえで
さまざまな形態の贈収賄を防止

●   権力と地位の濫用への加担
●   健全な官民・民民の
交流を促進

●   贈収賄防止教育（海外赴任前教育）
●   関係法令に基づく禁止事項と対応のガイドラインの設定
●   リスクの高い国の絞り込みと活動方針策定

反競争的行為 会社全体での再発防止 ●   不健全な市場の助長 ●   公正な自由競争市場の確立 ●   独占禁止法教育 ●   過去の事例を風化させない取り組み

サプライチェーンへのCSR浸透 間接的な人権侵害への加担を防止 ●   間接的反社会行為への幇助 ●   社会のCSRレベルアップ
●   仕入先CSRガイドライン策定（HP掲載）
●   調達方針説明会による仕入先さまへの浸透活動

●   CSRチェックリストによる現状把握実施
●   人権DDパートの内容深堀
 ⇒仕入先さまへのCSRガイドライン改定
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ホワイト500マーク

　東海理化の商品が、人々の生活、産業・経済活動を支える
社会システムの中で欠かすことのできない存在であり続け
るよう、「安全・安心・快適な製品づくり」を進めています。ま
た、品質は「お客さまと社会のニーズを満たす度合い」と捉え、
お客さまの安全・安心確保はもちろんのこと、お客さまにご
満足していただける商品をお届けするため、品質機能方針
を定め品質向上活動に取り組んでいます。

東海理化グループの品質機能方針

❶「業界No.1」必達に向けた品質確保
　お客さまの安心・安全を徹底して考えた設計・評価による
製品安全確保、不良を流出・発生させないモノづくり品質
の確保をより進化させ、「業界No.1」の品質実現に向け取り
組んでいます。

❷新事業のお客さま満足度提供

　お客さまの困り事に常に寄り添ったアフターサービスが
提供できる体制の整備と、その実現に向け取り組んでいます。

❸「品質の東海理化」を支える基盤強化

　失敗を「宝」と捉え、自分たちの仕事の進め方の抜け・
漏れに対し改善が行える人財の育成としくみの強化により、
品質が維持・向上できる基盤強化に取り組んでいます。

品質風土づくり

　過去にお客さまにご迷惑をかけてしまった「品質不具合」
と「学び」を後世に伝承し、製品安全を最優先した風土を
維持し続けるために誰でも学習できる品質ルームを常設し
ています。

企業活動を通して社会課題を解決し、
社会に積極的に貢献していきます

ɹ౦ւཧԽ͸ɺ����೥ͷ૑ཱҎདྷɺʮਓ͕खֻ͚ͳ͍͜ͱ͜
ͦ΍Δʯͷ૑ऀۀਫ਼ਆΛେ੾ʹͯ͠ɺʮ๛͔ͳ社会ͮ͘Γʹߩ
اੜ͢ΔڞͱνϟϨϯδਫ਼ਆΛଚॏʯʮࣗવ・஍Ҭͱੑݸʯʮݙ
ΛਐΊ͖ͯͯۀࣄ͖ͮجʹӦཧ೦ܦʯΛΩʔϫʔυͱͨ͠ۀ
͓Γɺ����೥�݄ʹ͸ʮ౦ւཧԽΠζϜʯͱ͠ ʮͯઌਓͷݴ༿ʯ
ͱͦΕʹߦͯ͑ߟ͖ͮجಈ͢ΔʮߟಈએݴʯΛࢠ࡭Խ͠ɺࠃ
಺֎ͷશैۀһʹ഑෍͠·ͨ͠ɻ
ɹͦΜͳ૝͍Λ΋ͱʹɺ�݄ʹ͸ެӹ財ஂ๏ਓਓڭݖҭൃܒ
ਪਐηϯλʔͷӡӦ͢ΔਓݖϥΠϒϥϦʔͷಛઃϖʔδʹ
͓͍ ʮ͓ͯ٬༷ΛѪ͠ɺ஍Ҭ社会ΛѪ͠ɺ社һ・Ո଒ΛѪ͠ɺ
ͦͯ͠Ѫ͞ΕΔۀاʹɻʯͱ͍ ʮ͏.Z͡Μ͚ΜએݴʯΛެ։͠
·ͨ͠ɻ

ɹࠓ೥�݄ʹ͸ଟ༷ͳഎܠ΍ੑݸΛۀैͭ࣋һͷ׆༂ଅਐΛ
ਤΔͨΊɺ社௕・෭社௕௚׋ͷ ʮμΠόʔγςΟਪਐࣨʯΛ৽
ઃ͠·ͨ͠ɻ
ɹ�݄ʹެදͨ͠தܦظӦܭըʹ͓͍ͯ͸ɺΧʔϘϯχϡʔ
τϥϧઓུɺଟ༷ͳਓ財ͷ׆༂ਪਐɺ৽ۀࣄنʢ社会՝୊ղ
೥ެද͠ࡢϏδωεʣͷ֦େɺ%9ਪਐͳͲͷܕܾ ʮͨ4%(T
ʹӦʯܦ ؔΘΔςʔϚΛߜΓࠐΈɺ会社ͷকདྷͷൃలʹ͚޲
ͯऔΓ૊ΜͰ͍·͢ɻ
ɹ࣋ଓՄೳͳ社会ͷ࣮͚޲ʹݱ ʮͯ୭ҰਓऔΓ͞࢒ͳ͍ʯͱ
Λେ੾ʹ͠ɺैͪ࣋ؾ͏͍ ߴಈΛߦһҰਓͻͱΓͷҙࣝͱۀ
Ίɺ׆ۀاಈΛ௨ͯ͠社会՝୊Λղܾ͠ɺ社会ʹੵۃతʹߩ
ɻ͢·͑ߟͱ͍͖͍ͨͯ͠ݙ

過去の品質不具合を展示 お客さま目線で製品の不具合を
体験できるモック

安心して働ける職場づくり

　従業員の安全と健康を保持し、年齢や性別に関係なく誰
もが活躍できる職場環境をめざしていくことを基本に、安
全衛生活動を推進し、安全で安心な職場づくりに取り組ん
でいます。「労働災害ゼロ」をめざし、安全衛生基本方針の
もと、継続的な取り組みを実施しています。

　安全道場では従業員および関係者の労働災害の防止を
図るため、体感参加型の安全衛生教育を行い、危険の怖さ、
身近に潜む危険、安全衛生の必要性を学ばせ、日常の安全
業務に反映しています。

VRを活用した
体感型安全教育
　高所からの墜落や設備へ
の巻き込まれなど、重大災害
を体感できる安全教育を実
施しています。

動画で学ぶ災害事例
　東海理化で発生した労働災
害は､グループ内で再発させ
ないため、発生状況から災害
原因を分析、対策までを動画
で分かりやすく解説し他工場
の未然防止に活用しています。

健康経営

体制
　社長が「健康経営推進責任者」となり、各地区安全衛生
委員会、労働組合、トヨタ関連部品健康保険組合、事務局
の人事部 安全衛生管理室が連携を取りながら、健康経営
を推進しています。

健康宣言
　当社では、代表取締役社長の
健康宣言のもと、健康維持・増進

に積極的に取り組んでいます。

ホワイト500
　当社の健康経営の取り組みが評
価され、経済産業省が主催する「健
康経営優良法人ホワイト500」の認
定を3年連続で受けています。

主な活動
従業員が健康でいきいき働くことができるよう、健康維持・

増進のための各種施策を実施しています。

顧客の安全・品質方針

安全と健康

˙ ҆શಓ৔डߨ ʢऀ����೥౓࣮੷ʣ

ຊ社 ຊ社޻৔ ๛ా޻৔ ԻӋ޻৔

148名 565名 114名 192名

❶安全確保のための点検活動
❷安全意識高揚の活動
❸快適な職場環境づくり活動
❹ 有害物質を取り扱う職場の
環境改善活動

❺心と体の健康づくり活動

安全衛生活動

˙ ମ੍ਤ

中央安全衛生委員会
責任者：経営管理本部長
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健康経営推進責任者（社長）

地区安全衛生委員会

東海理化グループ  健康宣言

健康チャレンジ 集合マーク

●健康チャレンジ10は、従業員一人ひとりが10個の生活習慣改善に
チャレンジする活動。

●職場チャレンジでは、運動習慣、職場コミュニケーションの改善
を目的として職場単位の健康づくりに取り組む。

●健康づくり活動（Web運動セミナー/全従業員参加のウォーキング
イベント）

ウォーキングイベント表彰式安全動画を用いた未然防止教育

VRを用いた安全教育

˙ ඼࣭׆্޲ಈͷํ͑ߟ

❶安全は全てに優先
❷ ルールを守ることは安全の基本
❸ 健康は自分で守る宝物
❹「災害０（ゼロ）」は私達の願い

安全衛生基本方針

❶「業界No.1」
　必達に向けた
　品質確保

❷新事業の
　お客さま満足度
　提供

❸「品質の東海理化」を
　支える基盤強化

海外事業体／仕入先

設  計 生産技術 生  産
図面完成度向上 製造良品条件整備 標準作業遵守

フィードバック フィードバック

使用環境（使われ方） 品質問題の再発防止

クルマ全体で考える ●搭載位置  ●システム

展 開

エンドユーザー

販売店・代理店 カーメーカー

サービサー

Ӧ؅ཧຊ෦௕ܦ
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人財育成への取り組み

　従業員一人ひとりが能力を最大限発揮できるよう、職場
の上司と部下による年3回の定期面談や、階層別教育・職能
別教育・職場別教育の3本柱からなる各種教育の実施を通
じて、「活躍・成長のサイクル」をしっかり回します。とりわけ、
階層別教育においては、上位の役割資格に相当するスキル・
マインドを身に付けるための「準備研修」を新設し、昇格後
のスムーズな役割発揮につなげています。また、在籍する
従業員に対し、リスキルの機会を提供しています。具体的
には、市場ニーズに合わせ、ソフト化に対応するスキルを
習得することで、活躍の場を拡大し、本人と会社の成長を
実現していきます。それに伴い、東海理化学園の教育カリ
キュラムもソフト重視へ転換を図っています。

東海理化学園

　東海理化学園は、職業能力開発促進法に基づく企業内職
業訓練校です。
　「グローバル化」「独自コア技術の追求」「世界トップレベ
ル品質の提供」の実現をめざし、ここから世界へ飛翔する
人財を育成します。
　また、将来の東海理化の『核』になるべく、"チャレンジマ
インド" "企業人としてのモ
ラル" "職場のニーズに対応
できる技術・技能" を兼ね備
えた、心・技・体ともに優れ
た人財育成をしています。

技能系従業員教育

　卓越した専門スキルを提供し、 業界トップレベルのモノ
づくり品質を達成するために必要な“東海理化コア技能”
の伝承とレベルアップを図り、職場の軸となる人財育成を
支援しています。
　そのために、学園生への技能教育と経験を積んだ従業員
への技能強化、技能士育成の取り組みを行っています。

「あいちの名工」表彰
　技能者に対する社会一般の認識を高め、技能者の社会
的地位および技能水準の向上を図るため、県内の事業所
に勤務し、優れた技能を持ち、その技能を通じて社会に貢
献された方を「愛知
県優秀技能者（あいち
の名工）」として表彰。
2021年度は当社から
3名が表彰され、今回
の受賞者を含め65名
が、「あいちの名工」に
選ばれています。

人財育成
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2021年
4月 1ヶ月 150名 新入社員
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2021年
6月-12月 7日 315名

主任職・
指導職・
担当職3

�೥໨社һ
໰୊ղܾ
मݚ

2021年
12月 1日 102名 2年目

社員

ϒϥβʔ
γελʔݚम

ʢ໰୊ղܾʣ

2021年
6月-7月 2日 81名

新入社員の
ブラザー
シスター

ւ֎ෝ೚
಺ఆऀ͚޲
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通年 最大
80時間 34名 海外赴任

内定者
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520名 178名 0名（自粛中） 698名

左から中島 信幸（豊田生技室）、林 健太郎
（生技管理部）、北川 睦（設備工機部）、二之夕
社長

　ダイバーシティ＆インクルージョン(D＆I)は、最も重要
な人財戦略の一つと捉え、多様な人財が活躍できる制度と
意識風土の醸成に取り組んでいます。
　当社のダイバーシティの考え方を社内へ発信するため、
豊田通商CHROの濱瀬牧子氏や元全日本女子ソフトボー
ル監督の宇津木妙子氏などの有識者をお招きし、講演会や
社長との対談を実施しました。また、その中で「誰もが自分
の個性を最大限発揮できる会社であるために」と「ダイバー
シティ宣言」を掲げ、その想いを実現するため、専任部署で
あるダイバーシティ推進室を新設しました。
　当社では、4月と10月を「ダイバーシティ推進月間」と
定め、ダイバーシティに関するさまざまなイベントを開
催しています。

女性の活躍推進

　ジェンダー・ジェネレーション・ハンディキャップ・ナショ
ナリティなどの有無にかかわらず、意欲を持った従業員
が活躍できる職場環境をめざしています。中でも女性従
業員の活躍に向けては、女性管理職2倍以上（2020年11名
→2026年までに22名）を目標に掲げ、制度の充実と意識・
風土醸成に積極的に取り組んでいます。
　女性活躍に向けた社内講演会の開催、女性従業員のキャ
リア形成支援研修、女性を育てる上司向けのキャリアサポー
ト研修など、育成・支援を積極的に行い、女性従業員が個々
の生活を大切にしながらも、働きやすく意欲的に仕事に取
り組み、能力を最大限発揮することのできる環境整備を進
めていきます。
　2022年2月、「女性の活躍推進
に関する取り組みの実施状況など
が優良な企業」として厚生労働大
臣より「えるぼし」最高位(3段階
目)の認定を受けています。
　これからも女性従業員の活躍推

進のみならず、多様な人財の活躍を支援する取り組みを展
開し、一人ひとりの能力と個性を輝かせ、それによって生じ

るシナジーを企業の持
続的成長につなげてい
きます。

男性の育児休職取得促進

　子育てを後押しする制度も充実し、当社では男性の育児
休職取得率も増加しています。「働き盛り」と「子育て盛り」
の時期は同時進行。ともに理解し、働くために、実際に育児
休職を取得した先輩従業員の経験や工夫を紹介したり、仕
事も家庭も充実させたいという想いの実現と従業員の働き
やすい職場環境づくりを推進しています。

　当社には、硬式野球部、女子ソフトボール部の他に14種
類のスポーツ部と文化部があります。会社全体で企業スポー
ツを盛り上げていくことをねらいに旗印「TRスポーツ」を
掲げ、「皆で応援に行く」こ
とで会社の一体感を醸成し
ています。また、パラアス
リート3選手とスポンサー
契約を結び選手の応援を通
じて地域活性化をめざして
います。

ダイバーシティ

職場の一体感醸成

●社長による
全従業員向けメッセージの配信

●TRダイバーシティシンポジウム
での有識者とのトークセッション

●食文化や食材の融合を楽しむ
「ダイバーシティランチ」

●従業員参加型の
「ダイバーシティ川柳」や
「キャッチフレーズ」
「ダイバーシティマーク」

●キャリアコンサルティング体験会 ダイバーシティマーク

宇津木妙子氏講演会

東海理化学園 教育方針

合理的、科学的な考えや、
基礎知識の習得と技能を養成する

働く喜びと創造性豊かな
活力溢れる人間性を養成する

学習や体験を通じて
規律ある明るく健康な心身を鍛錬する

濱瀬牧子氏講演会

活躍・成長

役割の付与・
目標の設定

評価・
フィードバック

役割を果たす・
業務遂行

༂・੒௕ͷαΠΫϧ׆ ˙

えるぼしマーク
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働きがいの向上に向けた環境づくり

　当社では、働きがいを感じて、仕事に打ち込める、新し
いことに挑戦できるような職場づくりを推進しています。
従業員一人ひとりの働きがい向上を実現するために、経営
トップと労働組合幹部が参画する「働きがい向上ワーク
ショップ」を立ち上げ、会社として、働きがいの阻害要因の
把握と解消に取り組んでいます。

人権
　取り巻く環境が目まぐるしく変化する中、今までに経験
していないことへのチャレンジを促すため、職場の一人
ひとりが率直にアイデアや意見を出せるような心理的安
全性が高い、活気のある職場づくりを推進しています。そ
の一環として、職場でのハラスメント撲滅をめざし、社長
以下全従業員が「ハラスメントゼロ宣言」をしました。ハ
ラスメントゼロを実現できるよう、全管理職を対象にした
コミュニケーションスキル向上研修を開催するとともに、
各職場に相談員を設置し、安心して働くことができる環
境を構築していきます。

働き方改革
　当社の働き方改革の目的は、従業員一人ひとりが自己

成長や働きがいを実感しながらいきいきと仕事をするこ
とで、会社も成長することです。環境の変化にスピード感
をもって対応し、従業員一人ひとりの“こうしたい”を実現
するために会社として職場環境を整えています。制度とし
ては、在宅勤務制度や社外チャレンジ（副業）制度を導入し
ました。また、心身のリフレッシュを目的とした年休取得
促進については、カットゼロ（付与された年休を計画的に取
得し、消滅する日数をゼロにすること）だけでなく、休活（私
生活を健康的で豊かにするための活動）を推奨しています。

ワークライフバランス
　従業員一人ひとりがライフステージに応じて自分の働
き方を選択できる環境を整備し、仕事と家庭を両立しな
がら意欲をもって働けるよう支援しています。「仕事と育
児の両立」に関しては、育児休職制度など休む支援だけで
なく、短時間勤務制度、在宅勤務制度や祝日保育を実施し、
育児期の従業員が働きやすい環境を整備しています。ま
た、産休前面談や復職前セミナーを開催し、復職後の働き
方を考え、上司と共有する場を設け、安心して職場へ復帰
できる支援をしています。「仕事と介護の両立」に関しては、
介護休職、短時間勤務制度や在宅
勤務制度を設け、仕事と介護の両
立ができる環境を整えています。
その他、介護セミナーや従業員
同士の情報交換会を開催したり、
40歳以上の従業員を対象に「仕
事と介護の両立支援ハンドブック」
を配布しています。

人権への取り組み
　当社は「Myじんけん宣言」を宣言し、公益財団法人人
権教育啓発推進センターの運営する人権ライブラリーの
特設ページにて公開されました。「Myじんけん宣言」とは、
法務省が誰もが人権を尊重し合う社会の実現を目指す取
り組みとして進められているプロジェクトです。
　詳しくは人権ライブラリーのホームページhttps://
www.jinken-library.jp/my-jinken/company_list.php
をご覧ください。

労働・人権

調達基本方針

　調達の基本方針として5つの基本的な考え方に基づき、
世界各地域で品質・コスト・納期・環境に優れた部品・資材・
設備の調達活動を展開しています。
　国籍・企業規模に制約を設けず公平・公正な取引の機会
を提供し、仕入先さまとの長期にわたる良い取引関係を築
くことを明文化し活動しています。
　仕入先さまの選定にあたっては、年度での総合評価に基
づき、発注方針を定期的に見直しています。
　また、サプライチェーン全体での取引先の皆さまとの共
存共栄と新たな連携による
付加価値向上をめざし、「パー
トナーシップ構築宣言」を策
定・公表しています。

仕入先さまとの連携強化
　毎年4月に主要仕入先さまへ「調達方針説明会」を開催し、
事業環境やグループ方針、調達基本方針の説明を通じて、
安全・防災、品質確保、安定供給、競争力確保、コンプライ
アンスなど各種活動と目標
を共有し、連携をしていま
す。また、品質・コスト・安定
供給などにおいて、優秀な
成績を収めた仕入先さまを
称え表彰しています。

社会貢献活動方針

　当社の社会貢献に関する活動方針は、まず企業としての
取り組みの中で「地域社会」「社会福祉」「青少年育成」「環境
保全」の４つの分野を柱に置いた活動を行っています。また、
もう一つの取り組みとして、従業員が行うさまざまな社会
貢献活動・ボランティア活動に対する支援・啓発にも注力し
ています。

サプライチェーン 社会貢献活動
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҆શ・๷ࡂ
● 災害ゼロの実現
● リスクアセスメントの推進
● 防災監査と火災発生防止

඼࣭֬อ
● 客先納入不良の低減
● 重要部品仕入先さまの監査と改善

҆ఆڅڙ
● BCPへの取り組み
● 事業継承課題と対策

૪ྗ֬อڝ
● グローバルでの競争の加速
● 現場力向上による競争力強化

ίϯϓϥΠΞϯε ● 各種法令の遵守活動

※2020年は繰越日数の10/12ヶ月を目標値として算出

当社は毎年社内献血を実施しており、2021年度はコロナ禍の血液不足を
受けて、各工場で回数を増やし夏冬の2回実施しました。（献血751名が採血）

地域のコロナウイルス感染症拡大防止対策に役立てていただこうと大口町・
豊川市・清須市へ紫外線除菌庫を寄贈しました。

当社が保有している防災用保存食の
一部を大口町、豊田市、豊川市の社
会福祉協議会フードバンク事業に寄
贈しました。

次世代育成支援対策推進法
認定マーク「くるみん」 パートナーシップ構築宣言ロゴ

2021年度調達方針説明会

地域社会
地域の発展と安全安心なまちづくりに貢献

ಈ෼໺׆

社会福祉
ユニバーサル社会をめざして貢献

青少年育成
未来社会を担う子どもたちの育成に貢献

環境保全
未来のために地球環境とのより良い関係を考えて行動

従業員が行う社会参加活動・ボランティア活動などの支援・啓発

東海理化が行う企業としての社会貢献活動の企画・推進

社会貢献に関する活動方針

オープン・マインド・
ポリシー

グリーン調達の
推進

良き企業市民をめざした
現地化の推進

法規・法令の
遵守

ロング・ターム・
リレイションシップ
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中長期目標

　2050年までにCO2排出量を実質ゼロにする目標を設定
し、そのマイルストーンとして「カーボンニュートラル戦略
2030」を策定しました。製品、生産、調達、物流の4つの戦略
を軸にライフサイクル全体での活動を進めています。

「減らすから無くすへ」をキーワードに
ライフサイクル全体での環境活動を推進

˙ ୈڥ؀࣍�औΓ૊Έϓϥϯ࣮੷	����೥౓


����೥౓׆ಈ࣮੷ ����೥౓
໨ඪ

����೥౓
࣮੷ ධՁ

୤
୸
ૉ
ࣾ
ձ
ͷ
ߏ
ங

੡඼ͷܰྔԽ・খܕԽઃܭͷਪਐ খܕԽ・ܰ ྔԽਪਐ
ओཁ੡඼ͷ-$"ʢϥΠϑαΠΫϧΞηεϝϯτʣධՁ - - ○

$0₂ഉग़ྔͷ௿ݮ

লΤω෼Պ会ʹΑΔੜ࢈ઃඋͷվળ
লΤωվળྫࣄͷਫฏల։
දজʣྫࣄಈʢలࣔ会ɺ༏ल׆ൃܒ
&�ϥʔχϯάΛ׆༻ͨ͠লΤωڭҭͷ࣮ࢪ
ੜՄೳΤωϧΪʔͷಋೖ࠶

౦ւཧԽάϧʔϓ

119,392
t-CO₂

౦ւཧԽάϧʔϓ

118,883
t-CO₂

○

౦ւཧԽ

47,623
t-CO₂

౦ւཧԽ

44,855
t-CO₂

○

ԹࣨޮՌΨεͷ௿ݮ Ϛάωγ΢Ϝர଄޻ఔͷ๷೩Ψεʢ4'₆ʣ୅ସԽਪਐ − − ○

෺ྲྀ׆ಈʹ͓͚Δ༌ૹޮ཰ͷ௥ٻͱ
$0₂ഉग़ྔͷ௿ݮ

ϧʔτݟ௚͠ʹΑΔ༌ૹޮ཰Խ
ՙ࢟վળʹΑΔ༌ૹޮ཰Խ

౦ւཧԽ

2,960
t-CO₂

౦ւཧԽ

2,797
t-CO₂

○

ࣗ
વ
ڞ
ੜ
ࣾ
ձ
ͷ
ߏ
ங

ੜ׆࢈ಈʹ͓͚Δ
ݮෛՙ෺࣭ͷ௿ڥ؀

 1353๏ର৅෺࣭ͷ࢖༻ྔ௿ݮ
 70$ͷഉग़ྔ௿ݮ - - ○

੡඼ؚ༗Խֶ෺࣭؅ཧͷॆ࣮  Խֶ෺੍࣭نͷ֤ࠃಈ޲೺Ѳ
෺࣭Λؚ·ͳ͍੡඼΁ͷ੾ସ੍͑ن  - - ○

อશ・ੜ෺ଟ༷ੑอશͷਪਐڥ؀  ஍Ҭͱ࿈ͨ͠ܞཬࢁɺ࣪ ஍ͷอશ׆ಈ
 ΦʔϧτϤλ࿈׆ܞಈ΁ͷࢀը - - ○

ࣗવڞੜ社会ߏஙʹ͢ࢿΔ
社会׆ݙߩಈͷਪਐ  ஍Ҭ社会ͱ࿈ͨ͠ܞ社会ݙߩ・ϘϥϯςΟΞ׆ಈ - - ○

॥
؀
ܕ
ࣾ
ձ
ͷ
ߏ
ங

ϦαΠΫϧ͠΍͍͢
੡඼ઃܭͱٕज़։ൃͷਪਐ

 ઃݟܭ௚͠ʹΑΔղମੑͷ্޲
 ϦαΠΫϧࡐͷ׆༻ਪਐ - - ○

ੜ׆࢈ಈʹ͓͚Δഉग़෺ͷ௿ݮͱ
༺ͷ༗ޮརݯࢿ

 ੜ࢈ͷาཹΓ্޲
 �3ʢϦσϡʔεɺϦϢʔεɺϦαΠΫϧʣ׆ಈͷਪਐ

౦ւཧԽ

0.37
t/百万個

౦ւཧԽ

0.35
t/百万個

○

ੜ׆࢈ಈʹ͓͚Δਫ࢖༻ྔͷ௿ݮ  ਫͷϦαΠΫϧར༻ʢ൒ಋମɺϝοΩ޻ఔʣ
 ਫͷϦεΫධՁ - - ○

෺ྲྀ׆ಈʹ͓͚Δࠝแ・แ૷ࡐࢿͷ
௿ݮͱݯࢿͷ༗ޮར༻

 ऩ༰ํ๏ݟ௚͠ʹΑΔࠝแ・แ૷ࡐࢿͷ௿ݮ
 ࠝแࡐࢿͷϦϢʔεԽ

౦ւཧԽ

0.561
t/億円

౦ւཧԽ

0.647
t/億円

×

؀
ڥ
ܦ
Ӧ

࿈݁ڥ؀ϚωδϝϯτͷڧԽਪਐ  ࿈݁ڥ؀ϚωδϝϯτͷڧԽ・ਪਐ
ੜڌ࢈఺ͷ&.4֎෦ೝূऔಘ - - ○

Ϗδωεύʔτφʔͱ࿈ͨ͠ܞ
ಈͷਪਐ׆ڥ؀

情報ల։ڥ会社΁ͷ؀ྗڠ
ಈ׆ᮎݚ஍ݱ会社ͱͷྗڠ - - ○

άϩʔόϧैۀһڭҭ・׆ൃܒಈͷ
Խڧ

ΩʔϚϯҭ੒ڥΑΔ؀ʹࢪҭ࣮ڭ
ಈల։׆ൃܒͰͷ݄ؒڥ؀ - - ○

ɺ֤ࠃ֤ ஍Ҭͷ౎ࢢେڥ؀ؾվળ ௿ެं֐ͷಋೖ֦େ
౦ւཧԽ

70.0%
౦ւཧԽ

74.0% ○

త։ࣔͱۃ情報ͷੵڥ؀
ίϛϡχέʔγϣϯͷॆ࣮

౦ւཧԽϨϙʔτɺΤίσʔλϑΝΠϧͷൃߦ
஍Ҭ࠙ஊ会ͷ։࠵ - - ○

ɹ͕࣋ۀاଓՄೳͳ社会ͮ͘Γʹ͢ݙߩΔͨΊʹ͸ɺڥ؀ෛ
ՙͷ௿ݮʹ੹೚Λ΋ͬͯऔΓ૊Ήඞཁ͕͋Γɺ౰社͸�Χ೥
͝ͱʹதܭظըͱͯ͠ڥ؀औΓ૊ΈϓϥϯΛࡦఆ͠ɺ$0�΍
ഇغ෺ͷ௿ݮɺԽֶ෺࣭ͷదਖ਼؅ཧɺੜ෺ଟ༷ੑอશͷऔΓ
૊ΈΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ
ɹۙ೥Ͱ͸ɺ஍ٿԹஆԽʹΑΔީؾมಈɺੜ෺ଟ༷ੑͷ૕ࣦ
ͳͲɺڥ؀ϦεΫͷߴ·Γ͕ੈքతͳڞ௨ೝࣝͱͳ͓ͬͯΓɺ
ΊΒΕ͍ͯ·͢ɻ社会͕େ͖͘ٻɺมΘΔ͜ͱ͕ࠓ͸ͪͨࢲ
มԽ͍ͯ͘͠தͰɺ౰社͸͜Ε·Ͱڥ؀ෛՙΛlݮΒ͢z׆ಈ
ΛਐΊ͖ͯ·͕ͨ͠ɺ͜ Ε͔Β͸ɺҰਓͻͱΓ͕ඞͣlແ͘͢z
·Ͱ౸ୡ͠ͳ͍ͱ͍͚ͳ͍ɺͱ͍͏ҙࣝΛͭ࣋͜ͱ͕ඞཁͰ͢ɻ
ɹͦͯ͠ɺͦ ͷதͰ΋࠷΋ϦεΫͷ͍ߴ社会՝୊͕ɺީؾม

ಈ໰୊Ͱ͢ɻࣗࢲ਎ɺۙ࠷ͷूத߽Ӎ΍قઅ֎Εͷҟৗؾ৅
ʹ͸ා͞Λ͡ײ·͢ɻ౰社͸ɺ͜ ͷީؾมಈΛࢭΊΔ΂͘Χʔ
ϘϯχϡʔτϥϧઓུਪਐࣨΛ৽ઃɺ����೥·Ͱʹ$0�ഉ
ग़ྔΛ࣮࣭θϩʹ͢Δ৽ͨͳڥ؀໨ඪΛઃఆ͠·ͨ͠ɻͦ ͷ
ϚΠϧετʔϯͱ͠ ʮͯΧʔϘϯχϡʔτϥϧઓུ����ʯΛ
����೥·ͰʹΧʔϘϯͯ͠ߦ৔Ͱ͸ઌ޻ఆ͠ɺຊ社・ຊ社ࡦ
χϡʔτϥϧͷ࣮ݱΛΊ͟͠·͢ɻ͜ Ε·Ͱͷ޻৔$0�௿ݮ
ͷऔΓ૊ΈʹՃ͑ɺ੡඼Ͱ͸௿$0ࡐ�ͷར༻֦େɺ෺ྲྀͰ͸
τϥοΫͷڥ؀ରԠं΁ͷ੾ସ͑ɺௐୡͰ͸࢓ೖઌ͞·ͱ࿈
఺͔؍औΓ૊ΈͳͲɺϥΠϑαΠΫϧશମͷݮ0�௿$ͨ͠ܞ
Β׆ಈΛਪਐ͍ͯ͠·͢ɻ

環 境 方 針

第7次環境取り組みプラン（2021～2025年）

　持続可能な社会の構築に貢献していくため、「脱炭素社
会の構築」「循環型社会の構築」「自然共生社会の構築」の
3つの柱で取り組みを推進しています。
　第7次環境取り組みプランの初年度である2021年度は、
カーボンニュートラルに向けた新体制により部署間や海外
拠点との連携を一層強化し、グループ全体で一丸となって
取り組み、一項目を除いて目標を達成することができまし
た。目標未達の梱包・包装資材については、挽回計画により、
2022年度の達成をめざしていきます。

トヨタ自動車(株)より「環境推進優秀賞」を受賞

TOPICS

　東海理化グループでは、環境スローガン「人と車の
調和をめざし、企業活動に伴う環境負荷の低減を図り
ます」のもと、環境方針を定めて環境への取り組みを
進めています。

ੜٕ࢈ज़ ηϯλʔ௕

ߦউ ࢬࠓ

߲ࣄࢪ࣮  ओཁ,1*

੡඼ઓུ
・LCAシステムの構築と運用
・低CO2設計
・化石資源プラスチックの代替推進

製品CO2 ’40年▲30%
’30年▲10%

ੜ࢈ઓུ ・温室効果ガス代替化
・省エネ　・再エネ/新エネ

工場CO2 ’30年▲60%
再エネ率 ’30年　25%

ௐୡઓུ
・仕入先さまのCO2低減
‒改善横展によるCO2低減
‒各戦略における仕入先さま連携

協力会社CO2
　’30年▲20%

෺ྲྀઓུ
・物流の効率化
・梱包資材の材質変更
・トラックの燃料変更

環境対応車比率
’30年　50%

経営理念、社員行動指針に基づき、環境への取り組みを
進めます。

法・地域や顧客との約束を守り、さらに自主目標を定め、
環境汚染の未然防止を進めます。

 環境委員会を設置し、継続的な環境改善活動を展開し
ます。

ओͳ
औΓ૊Έ߲໨

地球温暖化防止、省資源・リサイクル・廃棄物低減、
化学物質管理、新環境技術の積極的な導入・開発、
ライフサイクルアセスメントの推進、生物多様性保全など

1

2

3

　当社は、カーボンニュートラルの実現に向けてサプラ
イチェーン全方位で取り組みを加速しています。
　製品戦略では、樹脂における低CO2材への代替化が実
行段階に入りました。生産戦略では、温室効果ガスであ
るSF6の代替化や、エネルギーの見える化システム導入に
よる徹底したムダどり、敷地内への太陽光発電導入に加
えオフサイトPPAなどを利用した再エネ電力の拡充を行っ
ています。調達戦略では、仕入先現地での巡回指導や社

内教育への受入れによる省エ
ネ支援を開始しました。物流
戦略では、ハイブリッドトラッ
ク等の環境対応車への切替えを計画的に進めています。
　このような取り組みが評価され、トヨタ自動車㈱より「環
境推進優秀賞」を受賞しました。今後も、サプライチェー
ン全体での環境負荷低減により、持続可能な社会の実現
に貢献していきます。

�� ��
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　国内外で進む化学物質の規制強化や法整備に対応して
いくとともに、製品開発と生産工程の両面で環境負荷物質
の低減を進めています。また、生物多様性保全の活動や地
域への貢献活動を通じて、自然と共生する社会の実現に向
けた取り組みを展開しています。

環境負荷物質の低減

生産活動における環境負荷物質の低減
　人や環境へのリスクを低減していくため、材料の切替
えや塗装工程の改善など、環境負荷の高いVOCやPRTR
法対象物質の低減に取り組んでいます。
　ステアリングスイッチの塗
装工程では、VOC含有量が少
ない塗料へ変更し、さらに、塗
料と溶剤の配合比を見直すこ
とで、VOC排出量を最小化し
ました。

˙ 1353๏ର৅෺࣭ഉग़・Ҡಈ ʢྔUʣ

製品含有化学物質管理の充実
　化学物質規制の各国動向を把握し、規制物質を含まない
製品への切替えを行っています。
　パワーウィンドウスイッチに使用しているフッ素グリス
は、REACH規制の対象物質であるパーフルオロアルキル
カルボン酸を発生させ
る可能性があるため、
代替品へ切替えを実施
しました。

環境保全・生物多様性保全の推進

˙ ੜ෺ଟ༷ੑͷऔΓ૊Έࢦ਑

地域貢献につながる生物多様性の取り組み
　東海理化グループでは、生物多様性保全の取り組みを
地域や行政と連携して行っています。2021年度は、特定外
来生物であるオオキンケイギクの駆除や施設内における植
樹を実施しました。

　福島県猪苗代町で活動している『田圃クエスト』に参画し、
耕作放棄された棚田を取り戻すため活動しています。田植
えイベント、生物観測会、地元食材・地域創生イベントなど、
地域との交流イベントも開催しています。

　世界的に脱炭素化の動きが加速する中、東海理化グルー
プでは、グローバル企業の責任として取り組みを一層強化し、
車両の燃費向上に貢献する製品の小型化・軽量化や生産・
輸送で使用するエネルギーの利用効率化など、CO2低減の
活動に取り組んでいます。

製品の軽量化・小型化設計の推進

　シフトバイワイヤのECUにおいては、設計を大幅に見直
すことで、基盤CP構成を3枚から1枚へ低減しました。この
改善により、製品重量を約30％軽量化しました。

温室効果ガス排出量の低減

　マグネシウム鋳造工程では、溶解したマグネシウムが空
気に触れて発火することを防ぐ防燃ガスにSF6※を使用し
ているため、温室効果の小さいFK（フッ化ケトン）ガスへの
代替化を進めています。国内拠点の代替化は完了し、海外
拠点の代替化を2030年完了の計画で進めています。
※SF6の地球温暖化係数は、CO2を基準として23,900倍と大きく、排出抑
制対象である温室効果ガスの1つに指定されています。

˙ Ϛάωγ΢Ϝர଄ઃඋ

エネルギーCO2排出量の低減

˙ ΤωϧΪʔ$0�ഉग़ ʢྔάϩʔόϧ࿈݁ʣ

工場CO2の低減
　成形、鋳造、半導体、メッキ、熱処理などの工程ごとにワー
キンググループを組織し、生産設備の徹底的な省エネを
進めています。2021年度は612件の改善を実施し、1,120
t-CO2の低減をすることができました。実施した改善事例
の中で、応用性、着眼点が特に優れたものは、社内表彰を行
い、従業員の意識向上を図るとともに、他工場へ水平展開
しています。

˙  ����লΤω༏लྫࣄ

再生可能エネルギーの利用
　電気使用量に占める再生可能エネルギーの割合を、
2030年までに25％以上にすることを目標に掲げ、太陽光
発電など、再生可能エネルギーの導入を進めています。
2021年度は、萩工場とタイの2拠点に太陽光発電を導入し、
再エネ率は6.1％に向上しました。

脱炭素社会の構築 自然共生社会の構築

改善前 改善後

溶解マグネシウム

炉

防燃ガス  SF6→FKガス

ۚ৆ ・プレス動作を利用したエアー供給の自前化

ۜ৆ ・コネクタ成形機エアーブロー間欠化
・金属メッキ脱脂工程の低温化

ಔ৆
・熱処理炉運転立上げ　・立下げJIT化
・コンプレッサの寄せ止め
・コンプレッサ用冷却水ポンプのインバータ化
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⁞ 社会ͱ࿈ࣗ͠ܞવΛ
ҭΉ

・  地域やオールトヨタとの協働に
よる多様性を育む社会づくり

・  啓発による従業員の意識高揚と
行動の促進

  ࣗવʹ΍͍͞͠
ٕज़ͷಋೖ

・  軽量化・リサイクル配慮設計、
化学物質管理

⁠ ࣗવͱڞੜ͢Δ
ಈͷਪਐ׆ۀࣄ

・  水域保全、CO₂低減、資源循環、
環境負荷物質低減

⁡ తͳ情報ͷ։ࣔۃੵ ・取り組み内容の発信

オオキンケイギク駆除

夜の生物観察会田んぼの環境整備

TRP（フィリピン）における植樹

製品重量 30％減

　パワーウィンドウスイッチ

ステアリングスイッチ
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　東海理化グループでは、限りある資源を有効に使用して
いくため、製品の生産に使用する樹脂や金属など、さまざ
まな資源の循環利用を進めています。また、生産活動では、
水の使用が不可欠であるため、使用量の低減や水質管理の
徹底により放流先への影響低減に取り組んでいます。

生産における廃棄物の低減

　製品の歩留まり改善や不良率の低減、樹脂・金属廃材の
再利用化、資料のペーパーレス化など、3Rの徹底により、
廃棄物の排出量を低減し、資源を有効活用する取り組みを
行っています。

˙ ഇغ෺ഉग़ྔͱݪ୯ҐͷਪҠʢ౦ւཧԽʣ

物流における梱包・包装資材の低減

　物流に伴う環境負荷を低減するために、梱包・包装資材
の使用量低減に向けた取り組みを積極的に推進しています。
　海外向け部品の梱包に使用しているポリシートおよび
コネクタ梱包用ポリ袋の厚みを、品質を確保しつつ極限
まで薄くすることで、年間2.1ｔの梱包材を低減しました。
　また、コネクタ梱包に使用している段ボール箱の板紙
中心部を強化軽量タイプに変更することで、1箱あたり
の重量を10％低減しました。

プラスチック端材の活用

　樹脂廃材活用PJTを発足し工程内リサイクルの取り組
みを強化しています。さらに、仕入先さまを含むサプラ
イチェーンでの資源循環体制を構築し、工程内で消費し
きれない分は塗装治具に活用、今後は製品材料としても
利用を拡大していきます。

シートベルト端材のアップサイクル

　シートベルト製造工程で発生する端材は、ファッショ
ン小物として再生し商品化に挑戦しています。地元のテ
ントメーカーにも協力を呼びかけ、提供されたテント端
材を組み合わせてデザインにこだわるなど、商品価値を
高め、「サーキュラーエコノミー」の実現に取り組んでい
きます。

水使用量の低減

　メッキ処理工程では、排水の一部をイオン交換塔で処理
した後、工程内で再利用しています。また、半導体の製造工
程では、微細なゴミを除去するために使用する純水の製造
過程で発生する濃縮水や、使用後の純水の一部を再利用し、
水の使用量と排出量を低減しています。

　東海理化グループでは、環境保全を経営の重要課題と位
置付け、環境方針に基づく中期指針である環境取り組みプ
ランを5ヵ年ごとに策定して、活動を展開しています。

環境マネジメントシステムの構築・運用

　各拠点が、継続的に環境パフォーマンスを向上していく
ため、環境マネジメントシステム（EMS）を構築し、外部認
証を取得しています。東海理化および海外生産拠点では、
ISO14001の認証を取得し、国内グループ会社では、ISO
14001の他、エコアクション21の認証を取得しています。

˙ ੜڌ࢈఺ͷ&.4֎෦ೝূऔಘঢ়گ

環境リスクの低減

　生産設備や構内作業における環境リスクを評価し、想定
される緊急事態に対して定期的に訓練を行い、資材や対応
手順が有効に機能することを確認しています。2021年度は、
環境異常・苦情の発生はありませんでした。

ビジネスパートナーとの連携

　当社および海外拠点各社では、グリーン調達ガイドライ
ンを定め、環境保全に対する考え方を理解していただくと
ともに、グローバルで環境マネジメントの強化を進めてい
ます。当社では、仕入先さまで組織する協力会の会員会社
に対して、法改正情報や省エネ事例、環境ヒヤリ事例を共
有し、仕入先さまと双方のレベルアップにつなげています。

　また、社内の省エネキーマン育成の場である「省エネ道場」
を仕入先さまにも開放し、省エネのノウハウを伝授してい
ます。サプライチェーン全体でカーボンニュートラル達成
に向けて、連携を進めていきます。

環境情報の開示

　CDP（カーボン・ディスクロージャー・プロジェクト）によ
る気候変動質問書、および水セキュリティ質問書への回答
を通じて環境情報を開示しています。また、2021年4月に
はTCFD（気候関連財務情報開示タスクフォース）の提言へ
の賛同を表明しました。環境に関する詳細データは、別冊
のエコデータファイル、および当社ウェブサイトで公開し
ており、カーボンニュートラルに向けた施策とともに、関連
情報の開示を進めていきます。

循環型社会の構築 環境経営
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強化軽量段ボール　

緊急事態対応訓練

シートベルトバッグシートベルト端材

イオン交換塔

日 本

7/7社

中 国

3/3社

アジア

7/7社

欧 州

2/2社
北 米

6/6社

南 米

1/1社

グリーン調達ガイドライン

1.環境マネジメントシステム
の構築
2.当社に納入する
部品･材料の管理
3.物流に関わるCO₂排出量、
梱包･包装材の低減
4.取引先さまの事業活動に
関わる環境の取り組み

主な記載項目

物流トラックの空きスペースを利用

巡回収集

販 売
A社

B社

C社

リサイクル工場

ʢคࡅॲཧޙϦϖϨοτԽʣ

工程内リサイクル

省エネ道場

資材重量 10％減
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二之夕
     裕美

代表取締役社長／社長執行役員

     裕美     裕美     裕美     裕美にのゆ
ひろよし

社外取締役

宮間
  三奈子

みやま
みなこ

社長・
社外取締役
対  談

DIALOGUE

新たな社外取締役を迎える背景と期待

二之夕：当社は今年度より、新たに女性の社外取締役を迎
えました。宮間さんは、大日本印刷株式会社（以下、DNP）
の開発部門で活躍されながら、販売促進に携わった経歴を
お持ちで、技術開発を起点とした考え方で製品開発を進め
る当社に一番足りていない、お客さまに商品を売る知見が
豊富です。加えて、人財開発やダイバーシティ&インクルー
ジョン（D&I）推進に注力されていることも踏まえて就任い
ただきました。
宮間：私自身、DNPで取締役に就任して間もない頃にお声
がけいただき青天の霹靂でしたが、大変ありがたい話でした。
技術者としての実績以外にも、管理業務や人財育成など幅
広い業務に携わってきたので、それらの経験を還元してい
きたいですね。
二之夕：女性として管理職を務めるやりがいも苦労も経験
している貴重な人財でもあります。役員、部長はじめ役職
者に女性がいないことも当社の課題ですから、社内に向け
た女性活躍への明確な意思表示となる点も、宮間さんを選
任した理由の一つです。

取締役会の実効性向上に向けて

二之夕：2021年に改訂されたコーポレートガバナンス・コー
ドの重要なポイントの一つが取締役会の機能の発揮です。
これを踏まえて取締役会のあり方を見直し、よりオープン
でフランクな、双方向での意見交換の場へとシフトチェン
ジしたことが、実効性の向上につながっていると感じます。
宮間：社外取締役に就任した際にご説明いただいた「取締
役会のあるべき姿」には、新たに加わる身として感銘を受
けました。期待される役割は幅広く、高いレベルが求めら
れますが、東海理化の経営を支えるパートナーとして手綱
を締める想いです。

二之夕：非常に嬉しいお言葉ですね。今年度から社外取締
役が全体の半数になり、異業界の方も増えましたから、緻
密な情報共有は必要不可欠です。私は、企業同士の独立性
が強ければ、情報開示についてデリケートになり過ぎる必
要はないと思っています。より有意義な議論を交わすため
にも、当社のビジョンや製品別シナリオ、それらの背景を確
実に理解していただいたうえで、取締役会に臨んでいただ
く方が重要ではないでしょうか。
宮間：その通りだと思います。社外の人間は限られた情報
の中で判断する必要があるため、取締役会に先立ち多岐に
渡る情報を提供していただけると、意見の幅が広がり、議
論の質も向上します。
二之夕：私たちはトヨタグループの一員として仕事をして
きたので、時に視野が狭くなりがちです。一方で社外の方は、
多様な経験から私たちにはない視点をお持ちなので、第三
者目線での建設的な意見は最も期待している部分です。
宮間：東海理化に染まっていない人間だからこそ、中立的
な立場で率直な意見を述べることが可能ですからね。その
意味では、取締役会以外でも自由闊達に議論できる機会を
設けることで、大小関わらず幅広い意見が出やすいかもし
れません。
　またサステナビリティ経営の観点で言うと、事業の専門

領域外であっても、事業活動の先に関係する気候変動や人
権問題といった諸課題も対象に含まれる時代です。より広
範囲なステークホルダーへの理解と配慮が求められる中で、
取締役会に多様なメンバーを揃えることは大きなメリット
になり得ますし、致命的な問題の未然防止にもつながります。
実効性の向上に貢献できるよう、さまざまな点から尽力し
ていこうと考えています。

変革の時代に、東海理化がめざすべき姿

宮間：東海理化の第一印象は、真面目に取り組み、お客さ
まの要望に対して一生懸命応えていく企業であること。こ
れは、そのまま企業の強みです。創業者の言葉「人が手掛
けないことこそやる」やそれをもとに作られた考動宣言「東
海理化イズム」に代表される、チャレンジ精神を大切にし
た企業姿勢によるものだと感じます。
二之夕：おっしゃる通りです。創業者や先人たちの精神が
集約された「東海理化イズム」は、全従業員が仕事をするう
えで最も大切にしている価値観ですね。
宮間：一方で、大変革期に直面する自動車業界で生き残る
ためには、良き伝統は残しつつ、思い切った変化も必要で
す。まずは、一人ひとりが主体的に会社のめざすべき姿を

描き、周りを巻き込んで会社を変えていく意識を持つべき
です。さらに、これまで以上に外の世界にアンテナを張って、
お客さまの先にいる生活者目線での開発を進めていくこと。
それが、社会から必要とされる企業へ変革していく第一歩
になるはずです。
二之夕：開発から販売まで一貫して携わってきた、宮間さ
んならではの視点ですね。今年は初めての中期経営計画も
策定し、将来に向けた方向性・成長戦略を社内外のステー
クホルダーに提示した重要なタイミングでもあります。今
後の戦略について、ご意見はありますか。
宮間：東海理化の素晴らしい点に、地域とのつながりや貢
献が上げられます。地域の方々との積極的な意見交換から
双方向の関係性を築き、ともに発展していくケースモデル
が生まれれば、サステナビリティ経営の点においても成功
事例につながる可能性が期待できます。
二之夕：私たちがこの場所でビジネスに注力できている
のも、地域の理解があってこそ。いかに地域貢献できるか
はこれまでも課題でした。お互いのニーズをすり合わせて、
信頼関係をより強固にしていく中で、地元の方々に寄り添っ
た新たな施策を生み出していくことができれば、好循環が
生まれていきそうですね。
宮間：D&I推進の女性活躍についても同様に、意識改革が
肝となります。すでにトップによる意思表示をされ、制度
も整ってきています。女性従業員の皆さんがより高い視点
で仕事と向き合う意識を持てば、行動や姿勢も変わり、管
理職として活躍したいと考える方も自然と増えていくはず。
意識づけやしくみづくりといった人財開発の部分は、精一
杯お手伝いしたいと思っています。
二之夕：そうですね。まずは皆が自分事として捉えること
が第一歩だと思います。宮間さんには女性従業員のロール
モデルとなってもらって、彼女たちが自ら壁を乗り越えて
いける雰囲気を醸成する役割も期待していますよ。
宮間：人財の成長にとって、仕事で成果を出すことも大事
ですが、感謝を伝え合う、人間性を認め合うなど、人として
評価されることも重要です。この両輪があるからこそ、皆
がんばれますし、成長が促進されます。女性に限らず、人財
開発を推進していく上では一個人の尊重も忘れてはなりま
せん。この姿勢がD&I推進の鍵となりますし、会社の成長
にも直結していきます。それらの積み重ねによって近い将来、
東海理化はモビリティ社会になくてはならない存在になる
はずです。ステークホルダーの皆さまには、今後の東海理
化を楽しみに見守っていてほしいですね。
二之夕：加えて、当社のさらなる成長には、長年支え続け
てくださるステークホルダーの皆さまのご支援が欠かせま
せん。皆さまが築いてきた会社を守り抜く覚悟で、未来に
向けた挑戦を続けていきますので、引き続き応援をよろし
くお願いいたします。
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コーポレート・ガバナンス体制

　東海理化のモノづくりの源流である「人が手掛けないこ
とこそやる」のチャレンジ精神に沿って、持続的な成長と企
業価値の安定につとめ、株主の皆さまをはじめとする全て
のステークホルダーから信頼される企業であり続けること
を経営の基本理念としています。2022年6月社外取締役を
1名追加選任することにより多様な視点から経営の実効性
を高め、さらなるコーポレート・ガバナンスの向上に取り組
んでまいります。当社は法定事項および経営戦略などの重
要事項の意思決定や執行の監督を行う取締役会を毎月1回、
業務執行に関する決定や報告を行う経営会議を毎月2回以
上開催しています。2022年1月に会社を取り巻く環境の変
化や経営課題に迅速に対応できるよう、開発体制を各ビジ
ネス領域に再編し、5つのビジネスセンターを新設したこと
で経営のさらなるスピードアップを推し進めていきます。

取締役会
　取締役会は取締役社長が議長となり、社外取締役３名、
社外監査役3名を選任することにより、多様な経験や見識
を掛け合わせることができる社内と社外の役員で構成さ
れています。経営上の重要事項や将来に向けた事業の方
向性を議論・決定し、さまざまな視点で執行体制の健全性
を監視、方向修正を行う透明性も確保しています。もとよ
り内部統制システム、リスク管理体制は整備されており、
攻めの経営ができる体制を整えています。

監査役会
　監査役会では年間を通じ、監査役監査方針および監査
計画の策定、常勤監査役の月次活動報告、監査役監査活動
の年間振り返り、監査役会監査報告書の審議・作成、会計
監査人の再任・不再任の決議などを行っています。各監査

役は、監査役監査基準、監査役会規則などに則り、監査役
監査を実施しています。具体的には、取締役会や経営会議
などの重要な会議に出席し、議事運営・議案内容などを監
査し、必要に応じ意見表明を行っています。

コーポレート・ガバナンス


ग़੮཰	੒һߏ ˙˙ 社֎औక໾・社֎؂ࠪ໾ͷਪҠ

஍Ґ ໾৬ औక໾会 ҕһ会໊ࢦ 報ुҕһ会 ؂ࠪ໾会

ೋ೭༦ ༟ඒ 代表取締役社長
社長執行役員

12回/12回（100%）
◎ 2回/2回（100％） 2回/2回（100％） ̶

ت޾ ౻ࠤ 代表取締役
副社長執行役員 12回/12回（100%） 2回/2回（100％） ̶ ̶

੢ా ༟ 取締役
執行役員 12回/12回（100%） ̶ ̶ ̶

౻Ԭ ܓ 社 外 取締役 12回/12回（100%） 2回/2回（100％）
◎

2回/2回（100％）
◎ ̶

౎ங ঢ࢘ 社 外 取締役 12回/12回（100%） 2回/2回（100％） 2回/2回（100％） ̶

ࢠಸࡾ ؒٶ 社 外 取締役 2022年6月より出席 2022年6月より出席 ̶ ̶

ਿӜ ت܄ 常勤監査役 12回/12回（100%） ̶ ̶ 12回/12回（100％）
◎

ງా ਖ਼ਓ 常勤監査役 12回/12回（100%） ̶ ̶ 12回/12回（100％）

Պ ஧ࢁ 社 外 監査役 12回/12回（100%） ̶ ̶ 12回/12回（100％）

஍ా ູ 社 外 監査役 12回/12回（100%） ̶ ̶ 12回/12回（100％）

ඒయ ాࢁ 社 外 監査役 12回/12回（100%） 2回/2回（100％） ̶ 12回/12回（100％）

����೥�݄ ����೥�݄ ����೥�݄ 2022年6月

औక໾
社಺／社֎ 11/ 2 4/2 4/2 3/3

ܭ 13 6 6 6

社֎औక໾ͷߏ੒

藤岡 圭 藤岡 圭 藤岡 圭 藤岡 圭

山中 康司 山中 康司 都築 昇司 都築 昇司

̶ ̶ ̶ 宮間 三奈子

؂ࠪ໾
社಺／社֎ 2/3 2/3 2/3 2/3

ܭ 5 5 5 5

社֎؂ࠪ໾ͷߏ੒

内山田 竹志 山科 忠 山科 忠 山科 忠

山科 忠 地田 稔 地田 稔 地田 稔

山田 美典 山田 美典 山田 美典 山田 美典

社֎औక໾ൺ཰ 15%

33％
・ 制度変更により、
    社内取締役数減
※取締役と執行役員の
    役割の再定義

33%
50％

            ・ 初の女性役員

※◎は議長・委員長を示しています。

˙ 社֎໾һൺ཰ ■ 社内役員　■ 社外役員

औక໾会

؂ࠪ໾会

ҕһ会໊ࢦ

報ुҕһ会
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���
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構成員

二之夕代表取締役社長
佐藤代表取締役副社長
藤岡取締役（社外：委員長）
都築取締役（社外）
宮間取締役（社外）

指名委員会
　取締役および執行役員の選任・解任に関する議案の
審議・答申

構成員
二之夕代表取締役社長
藤岡取締役（社外：委員長）
都築取締役（社外）

報酬委員会
取締役および執行役員の報酬制度、および個人別報酬に関

する審議・答申（月額報酬、賞与、譲渡制限付株式報酬、など）

委員会（全社環境委員会）
　全社環境委員会は、事業活動を通じて持続可能な社会
の構築に貢献していくため、環境マネジメントシステムを
継続的かつ効果的に運用するための環境委員会を構成し
運営しています。取り組みの柱として、気候変動などの地
球環境問題への対応の「脱炭素社会」、「循環型社会」、「自
然共生社会」の3つの柱を掲げ、中長期的な観点での対応
を推進しています。

株主総会
［会社の最高意志決定機関］

監督・
意思決定

業務執行

ビジネスセンター・本部・センター
［ビジネスセンター長／本部長／センター長］

子会社／関連会社

会計監査人

報酬委員会

指名委員会

監査役（会）

監査室

委員会
・コンプライアンス委員会
・全社環境委員会　他

選任／解任

؂ಜ

ߦ務ࣥۀ

෇ٞ／報告

෇ٞ／報告

選任／解任
࿈ܞ

ࢹ؂

؂ࠪ

؂ࠪ
࿈ܞ
ิॿ

໰ࢾ

౴ਃ

取締役会
［経営の最高意志決定機関］

経営会議
［業務執行の意思決定／伝達機関］
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取締役会

取締役会の審議の活性化に向けた取り組み
　当社では、取締役会（臨時取締役会を含む）に上程する
議題、議案資料については、取締役会開催日の３日前に役
員会の会議システムに投稿する「３日前ルール」に基づき、
社外取締役・社外監査役が取締役会資料を先立って閲覧で
きるようにしています。取締役会において建設的な議論・
意見交換を行うために取締役会の2日前に社外役員に対し
資料の事前説明を行うとともに、経営会議の資料・議事録
の共有化も実施しています。取締役会をはじめとする会議

体の議案は、簡潔かつ明瞭な資料にて説明を実施し、審議
時間の確保にもつとめています。オンライン会議での参画
や紙面審議につきましても即時性と双方向性が満たされ
た適時的確な取締役会の運営を常に実施しています。

スキルマトリックス
　当社を取り巻く環境や時代が大きく変わる中、社会に
貢献し、持続的に成長していくために、事業基盤をより強
固にしながら、社会課題の解決に挑む必要があります。上
記を当社の今後の成長戦略と位置付け、スキルマトリッ
クスの項目を選定しています。

社外取締役・社外監査役

選任理由

社外取締役・監査役へのサポート体制
　社外取締役・社外監査役の就任時には、会社の事業・財
務・組織・製品などの概要説明の他、経営会議資料と議事
録の開示、毎月行う生産部門会議にて生産現場のモノづ
くりや改善状況の視察を行っています。また、社内の中期
経営計画策定会議にも参画いただき、当社の将来の事業
に向けた取り組みについてもご理解いただけるようつと
めています。

経営陣幹部の選任・解任と、
取締役候補の指名

　取締役候補および執行役員候補の指名は取締役社長が
原案を作成し、役員の選任･解任プロセスの独立性・透明性
を高めるために設置された社外取締役を議長とした指名
委員会にて審議し、指名委員会からの答申を踏まえ、取締
役会で決議いたします。また監査役の候補の指名は、財務･
会計に関する知識、企業経営に関する多様な視点を有して
いるかなどの観点により総合的に検討しています。

取締役会の実効性
　当社は、取締役会の実効性向上のため、2021年7月に取
締役会の中で、取締役会の実効性確保および運営方法に
ついて、評価を実施いたしました。
　取締役会の事前説明の充実、資料の開示のタイミング、
資料の枚数、見やすさなどの改善を継続して行っており
一定の実効性は確保できていると評価しています。今後は、
個々の中期テーマを取締役会の討議事項に設定すること
に着手するとともに、これまで個別に決議してきた投資案
件を包括的な審議案件として一つにまとめるなど、運営
方法についてもさらなる改善に取り組んでおり、取締役
会の実効性向上をめざしてまいります。

˙ εΩϧϚτϦοΫε

஍Ґɹ 代表取締役社長
社長執行役員

代表取締役
副社長執行役員

取締役
執行役員 取締役 取締役 取締役

社֎ 独立社外 独立社外 独立社外
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ӦΨόφϯεܦۀا 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ٕज़։ൃ 〇 〇

4%(T
μΠόʔγςΟ 〇 〇 〇 〇 〇 〇

ΧʔϘϯχϡʔτϥϧ 〇 〇 〇

*5ŋ%9 〇 〇 〇 〇

ίϯϓϥΠΞϯε 〇 〇 〇

ւ֎ۀࣄ 〇 〇 〇 〇 〇

Ϟϊͮ͘Γ 〇 〇

Ӧۀ 〇 〇 〇

財務 〇 〇 〇
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社֎औక໾

藤岡 圭

藤岡圭氏は、三井倉庫ホールディングス株式会社において、企業経営の分野をはじめとする豊富な
知識と物流部門における豊富な経験を有しています。その豊富な経験と知見、見識を、主に物流部
門を中心とした経営全般について、専門的な観点から当社の業務執行に対する監督、助言などをい
ただくことを期待し、独立役員として選任しています。

都築 昇司
都築昇司氏は、株式会社デンソーにおいて、営業、人事、調達およびIT部門の分野をはじめとする豊
富な知見と経験を有しています。その豊富な経験と知見、見識を活かして、専門的な観点から経営
全般に対する監督、助言などをいただくことを期待し、独立役員として選任しています。

宮間 三奈子

宮間三奈子氏は、大日本印刷株式会社において、研究・企画開発部門での経験に加え、人財育成や多
様性確保の旗振り役として、実績を積まれています。その豊富な経験と知見、見識を活かして、客観
的かつ科学的な視点から、経営変革への助言などをいただくことを期待し、独立役員として選任し
ています。

社֎؂ࠪ໾

山科 忠

山科忠氏は、経営に関する高い知見を当社の経営に反映していただくため。また、証券取引所の定
める独立性基準を満たしており、取引先さまの業務執行者であったものの、取引額が僅少である為、
一般株主と利益相反が生じるおそれがないことから、独立役員に指定しています。また、主要な取
引先さまかつ主要株主の業務執行者であったことについて、退任してから8年と相当な時間が経過
しているため、当社の独立役員とすることに支障はないと考えています。

地田 稔

地田稔氏は、直接会社の経営に関与した経験はありませんが、トヨタ自動車株式会社において、長年
にわたり車の内装に関わる開発や設計の分野に携わっており、その分野における専門的な経験と知
見、見識を有しています。その豊富な経験と知見、見識を当社の監査に反映していただきたく、社外
監査役として指定しています。

山田 美典
山田美典氏は、公認会計士としての専門的な知識、知見などを当社の監査に反映していただくため。
また、証券取引所の定める独立性基準を満たしており、一般株主と利益相反が生じるおそれがない
ことから、独立役員に指定しています。

վળ͞Ε߲ͨࣄ

・ 取締役会規則の改訂により会社の方向性を議論する議題
 など議案の上程基準の見直し

・ 社外役員に対する社内重要会議への参画

・ 役員会議体資料作成のさらなる充実化

・ 議案に適した審議時間の設定

͞Βʹվળ͕ඞཁͳ߲ࣄ

・ 中期経営計画の進捗確認など経営の重要課題についての
 議論の拡充

�� ��

αεςφϏϦςΟガバナンスサステナビリティ



推進体制・しくみ

　コンプライアンスに関する重要な施策などを検討するた
めに社長を委員長とするコンプライアンス委員会を設置し
ています。また、日常の活動を支えるためにコンプライア
ンス統括部署のみならず、法令主管部署および各部にコン
プライアンス管理責任者／管理担当者を設置することで、
職場に適した活動を継続的に行うことができるよう取り組
んでいます。

具体的な取り組み

コンプライアンス強調月間活動
　毎年10月に実施する「コンプライアンス強調月間活動」
では、コンプライアンス意識の維持および向上を図ってい
ます。職場でコンプライアンスについて討議する機会の
ほか、PC起動時のメッセージ、社内報や役員講話、DVD
上映会などを行っています。

グループコンプライアンスへの取り組み
　コンプライアンス統括部署や法令主管部署が主体となり、

国内・海外子会社と連携を図り、各社の状況や環境に応じ
た体制整備や啓発活動を行っています。

相談通報
　社内の問題を早期に発見し、解決するために、社内およ
び社外に相談通報窓口を設置しています。社内の相談通
報窓口は、問題をできる限り広く、かつ早期に吸い上げる
ことができるよう、本社、各工場および労働組合の各所に
設置するとともに、名称を「なんでも相談窓口」とし、窓口
の敷居を低くする工夫をしています。また、社内の窓口に
は相談しづらいと感じる従業員が相談自体を躊躇するこ
とがないよう、「コンプライアンス・コール」として、社外
弁護士事務所に相談通報窓口を設置しています。当然の
ことながら、相談者が特定されることがないように秘密
厳守を徹底しています。以下のグラフのとおり、毎年一定
数の相談があり、問題の早期解決に結びつけています。

贈収賄・腐敗防止への取り組み
　当社では、公正な競争に基づいて事業活動を推進する
ための指針として、『贈収賄防止コンプライアンス・マニュ
アル』を制定しています。「社員行動指針」や「東海理化イ
ズム」、「CSRガイドライン」でも、贈収賄の禁止を明記し、
社内展開しています。
　また、当社グループ全体の贈収賄防止の取り組みとして、
赴任者に対して、赴任前の研修を通じて啓発活動を実施
し、各事業体より定期的に報告を受け、問題が発生した場
合に対応するしくみを整備しています。加えて、各事業体
における贈収賄防止に関するガイドライン、体制、手続き
などの整備について、支援しています。

反競争的行為の防止
　当社では、『独占禁止法コンプライアンス・マニュアル』
を制定し、反競争的行為の未然防止に取り組んでいます。
「社員行動指針」や「東海理化イズム」でも、反競争的行為
の禁止を明記し、社内展開しています。また、毎年1月に競
争法に特化した研修を通じて、継続的な啓発活動を行っ
ています。
　加えて、当社グループ全体の競争法防止違反の取り組
みとして、各事業体より定期的に報告を受け、問題が発生
した場合に対応するしくみを整備しています。

内部統制

　当社および子会社からなる企業集団における業務の適
正を確保するための体制として、経営理念、グループ方針
など、共有の指針をもってグループ経営を行い、さらに子
会社の経営について、各社の自主性を尊重しながらも、承
認・報告事項などを定め管理することで、子会社の業務の
適正性と適法性を確認する体制を整備しています。
　なお、役員に関する情報は、有価証券報告書やコーポレー
トガバナンス報告書へも記載していますのでご参照くだ
さい。

役員報酬の決定方針について

基本方針
　報酬の基本方針として、株主の負託に応えるべく、役員
の業績向上への意欲を高め、長期的な企業価値増大に寄
与する報酬体系としています。報酬水準はそれぞれの責
務の大きさを勘案し、役職に応じた基準を制定しています。
基本報酬（月額報酬）、短期インセンティブ（賞与）、中長期
インセンティブ（株式報酬）により構成しています。

月額報酬
　各取締役および執行役員の月額報酬は、職責、従業員の
給与水準および他社の水準などを分析した上で、原案を
作成し、取締役会における決定事項の独立性・透明性を高
めるために、取締役会の諮問機関として設置された社外
取締役を議長とする報酬委員会での審議・答申を経て、取
締役会にて決定しています。また、各監査役の報酬額は監
査役の協議により決定しています。月額報酬は、株主総会
の決議により定められた報酬総額の上限額の範囲内にお
いて決定しています。

賞与
　各取締役（社外取締役除く）および執行役員の賞与額は、
企業本来の営業活動の成果を反映する連結営業利益、経
営環境、従業員への賞与支払額および各人の活動評価を
ベースに原案を作成しています。その原案に対して、取締
役会における決定事項の独立性・透明性を高めるために、
取締役会の諮問機関として設置された社外取締役を議長
とする報酬委員会での審議・答申を経て、賞与の支払総額
を株主総会にて承認を受けたうえで、取締役会にて決定
します。

株式報酬
　各取締役（社外取締役除く）および執行役員の株式報酬 
(譲渡制限付株式報酬制度)は、当社の中長期的な企業価
値向上に向けた取り組みを促すとともに、経営者として、
より一層強い責任感を持ち、株主の皆さまと同じ目線に立っ
た経営を推進することを目的とし、経営環境、および他社
の水準などを勘案した上で、原案を作成しています。その
原案に対して、月額報酬、賞与と同様に、取締役会の諮問
機関として設置された社外取締役を議長とする報酬委員
会での審議・答申を経て、取締役会にて決定しています。

˙ ৡ౉੍ݶ෇株式報ुͷ֓ཁ

対象者 取締役（社外取締役を除く）および
執行役員

株式報酬枠 年額40百万円以内

上限株数 年40千株以内

譲渡制限期間 取締役、監査役および執行役員の
いずれの地位も退任する日までの期間

˙ 報ुߏ੒ͱͦͷڅࢧର৅

໾һ۠෼ ֹ݄報ु ৆༩ 株式報ु

社内取締役･執行役員 〇 〇 〇

社外取締役 〇 ̶ ̶

監査役･社外監査役 〇 ̶ ̶

※社内取締役、および執行役員の報酬割合は、基準額で概ね、月額60%：
賞与30%：株式10%程度にて設定。

コンプライアンス

༧๷ ରॲݟൃ

ビジネス
センター長・
工場長

文化・風土、方針
調査・

再発防止策
構築

部門長 コミュニケーション、
教育、方針

モニタリング、
調査・再発防止策

構築

機能主管
（本部、センター）、

法令主管
各部方針支援、教育

モニタリング支援、
調査・再発防止策

構築
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リスクマネジメント

　災害リスクの高い重点５分野（半導体・受変電・鋳造・塗装・
実装）ごとに専門委員会を組織して、災害リスクの低減活
動を年間活動計画に基づき実施し、さらに役員・監査役に
よる定期監査も実施し災害を発生させない職場環境整備・
人財育成に積極的に取り組んでいます。

自然災害をはじめとしたリスクに対する未然防止活動
および初動対応訓練の実施
　当社では南海トラフ地震などの大規模災害に備え、全
社で避難訓練を昼勤・夜勤とも毎年実施して従業員の安
全確保につとめています。また、所轄消防署の指導による
各種消火設備の使用訓練を定期的に実施して初期消火の
対応強化し被害の最小化を図っています。地域への支援
では昨年に大口町と防災協定を締結して近隣住民の受け
入れおよび災害備品・食料などの支援を事前に取り決め、
災害発生時には円滑かつ確実に支援を行い地域の復興に
貢献できるようにしています。

事業継続計画

　2020年1月から新型コロナウイルスの感染拡大防止に取
り組み、特に生産現場の方々に安心して働いていただくた
めのさまざまな施策を実施しました。今回の危機はグロー
バル規模での感染症拡大防止への取り組みとして過去に
経験の無い事象であり、日本のみならず各国や地域で通達
された行動制限や稼働停止指示などにより部品や原材料
の入手が困難であったり、生産・出荷が継続出来ない、お客
さまからの急な稼働変更への追従などの課題もありました。
当社の危機管理活動は2000年9月に東海豪雨を経験して
いるため地震以外の災害も前提として準備しています。感
染症がグローバル規模に拡大して、ご協力いただいている
関連会社の方々からお客さままでサプライチェーン全体へ
の影響がありましたが、各社との連携、お客さまとの連携
および地域間での相互バックアップ体制などにより情報収
集とその分析に基づいた対応策を専門部署が自律的にタ
イムリーに機能してお客さまにご迷惑をおかけすることな
く事業を継続することが出来ています。
　東海理化のBCP(=事業継続計画)活動は『オールハザー
ドBCP』として当社およびサプライチェーン全体を包括的
に推進する活動です。危惧されている大地震への備えのみ
ならず雪害や風水害などの自然災害や現在経験している
感染症、そして通信・ネットワークに関する脅威などへ全社
一丸となって取り組んでいます。今後も災害への適応力を
持った人財の育成と事業継続計画(BCP)全体のレベルアッ
プのために生産復旧訓練などで活動内容を評価しながら
危機管理活動を進めてまいります。

情報セキュリティ

　「会社情報」「得意先・お客さま情報」を情報漏えいやサイ
バー攻撃などの脅威から守るためセキュリティ強化を推進
しています。インシデント(事件・事故)の発生は、避けら
れないことを前提に、管理体制の構築とともに、その運用
改善に取り組んでいます。

情報セキュリティポリシーの制定
　以下の教育、啓発活動に取り組んでおり、今後も継続し
て取り組みます。
❶入社時、昇格時など階層別の研修を実施
❷全従業員対象の不審メール対応訓練実施（1回/年）
❸情報セキュリティ強化月間（1回/年）や社内掲示板
（1回/月）を通じた啓発活動を実施

脆弱性監視・インシデント対応要領制定

　企業の社会的責任の一つとして、情報セキュリティ対策
を徹底することで、当社が保有する情報資産を守っていき
ます。情報を利活用することで情報提供者の権利や利益な
どを損ねることがないようにリスク想定を行い、ルール策
定や管理・運用体制の構築など、ガバナンス強化を推進し
ます。

リスク管理

防災監査委員会

半導体
専門委員会

受変電
専門委員会

鋳造
安全委員会

塗装
専門委員会

実装
専門委員会

事務局
総務部・人事部
生技管理部
調達部

受変電専門委員会

塗装専門委員会

半導体専門委員会

初期消火訓練 PHVからの給電訓練

炊き出し訓練 避難訓練

鋳造安全委員会

実装専門委員会

全社緊急対策組織

初動対応本部
(経営管理本部)

生産対策本部
(生産センター)

※初動対応本部：自社が被災した場合に発足し従業員の安否確認から操業
可否判定までを担当

※生産対策本部：初動対応本部からの指示に基づき復旧計画の立案から
全体の総括を担当

情報セキュリティポリシー

˙ 情報ηΩϡϦςΟ$*"ਤ

機密性（C）
許可された者以外に
情報を利用させない

࿙͍͑

完全性（I）
情報の正確性と
完全性を確保する

վ͟Μ

可用性（A）
情報を利用したい時に
利用できるようにする

ࢭఀ

怠ると

１.情報セキュリティを重要な経営
課題として捉え、情報セキュリ
ティの管理体制を構築したうえ
で、情報セキュリティ活動に継
続して取り組みます。

２.情報セキュリティリスクを評価・
分析し、人的・組織的・技術的・物
理的に適切なセキュリティ対策
を実施します。

３.情報セキュリティについての教育および訓練を継続的に
実施し、全ての社員の情報セキュリティレベルのさらな
る向上につとめます。

４.情報セキュリティインシデントが発生した際には、関係
各位に迅速に報告したうえで、被害のさらなる拡大を抑
制するよう初期対応を実施するとともに、原因を究明し、
適切な再発防止策を講じます。

５.管理体制やルールの遵守状況、対策の有効性など、情報セ
キュリティに係る取り組み全般を定期的に点検し、継続
的な是正・改善活動を実施します。

※セキュリティインシデント対応チーム˙ 4*35˞૊৫ਤ

経営管理本部長（CISO）

工場部門（FSIRT）設計・品質部門（PSIRT)部門 総務・情報システム部門（CSIRT）

機密管理
プロセスの
作成・評価・改善

総務部

情報ネットワーク
脆弱性

監視・評価・対応

情報システム部調達部

仕入先設備の
脆弱性

監視・評価・対応

技術管理部

脆弱性監視
プロセス

作成・評価・改善

主管部署

主な役割管
理
部
署

品質保証部

市場での
不具合対応

生技管理部

脆弱性監視
プロセス

作成・評価・改善

事務局

総務部

情報システム部

ELシステム部主管部署 大口生技部 SEC生技部

工場設備の
脆弱性

監視・評価・対応

開発段階製品の
脆弱性

監視・評価・対応
主な役割実

働
部
署

工場設備の
脆弱性

監視・評価・対応
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取締役 監査役

役員一覧

二之夕 裕美 佐藤 幸喜 杉浦 勲喜

地田 稔 山田 美典

堀田 正人 山科 忠
୅දऔక໾社௕ ୅දऔక໾ ৗ؂ࠪۈ໾

社֎؂ࠪ໾ 社֎؂ࠪ໾

執行役員

ৗ؂ࠪۈ໾ 社֎؂ࠪ໾

1984年 ４月 トヨタ自動車株式会社入社
2017年 ４月 同社常務役員
2020年 １月 当社副社長執行役員
2020年 ６月 当社代表取締役社長、

社長執行役員、現在に至る

西田 裕
औక໾

1983年 ４月 トヨタ自動車株式会社入社
2011年 １月 米国トヨタ自動車販売

株式会社上級副社長
2015年 １月 当社参与
2015年 ６月 当社執行役員
2018年 ６月 当社取締役、現在に至る
2019年 ４月 当社常務執行役員
2020年 １月 当社執行役員、現在に至る

藤岡 圭
社֎औక໾

1977年 ４月 三井倉庫株式会社入社
2012年 ６月 同社取締役社長
2014年 10月 三井倉庫ホールディングス

株式会社取締役社長
2017年 ６月 当社取締役、現在に至る
2017年 ６月 三井倉庫ホールディングス

株式会社相談役

都築 昇司 宮間 三奈子
社֎औక໾ 社֎औక໾

1983年 ４月 日本電装株式会社
（現 株式会社デンソー）入社

2008年 ４月 同社人事部長
2010年 ６月 同社常務役員
2018年 ６月 同社取締役、専務役員
2020年 ６月 同社経営役員、現在に至る
2021年 ６月 当社取締役、現在に至る

1986年 ４月 大日本印刷株式会社入社
2005年 ４月 同社C＆I事業部DB本部

VR企画開発室長
2014年 ７月 同社人財開発部長
2018年 ６月 同社執行役員 人財開発部長、

ダイバーシティ推進室長
2019年 10月 同社執行役員 人財開発部、

ダイバーシティ推進室担当
2021年 ６月 同社取締役、現在に至る
2022年 ６月 当社取締役、現在に至る

1982年 ４月 当社入社
2006年 １月 当社セイフティ事業部

セイフティ技術部長
2008年 ６月 クオリティー・セイフティー・

システムズ・カンパニー
（現TRQSS株式会社）副社長

2010年 ６月 当社取締役
2011年 ６月 当社執行役員
2013年 ６月 当社常務取締役、

常務執行役員
2016年 ６月 当社専務取締役、

専務執行役員
2018年 ６月 当社代表取締役、

副社長執行役員、現在に至る

1984年 ４月 当社入社
2003年 １月 当社海外事業体

TRCZ有限責任会社 副社長
2007年 １月 当社経営企画部長
2013年 １月 当社第１統括部長
2013年 ６月 当社執行役員、

スイッチ事業部副事業部長
2014年 １月 当社エレクトロニクス機器

事業部副事業部長
2016年 １月 当社統括センター長
2017年 ６月 当社監査役、現在に至る

1993年 ４月 トヨタ自動車株式会社入社
2019年 １月 同社先進ボデー開発部長
2019年 ７月 同社ボデー開発部長、

現在に至る
2020年 ６月 当社監査役、現在に至る

1988年 10月 監査法人伊東会計事務所
入所

2006年 ９月 あらた監査法人
（現 PwCあらた有限責任
監査法人）代表社員

2012年 ７月 公認会計士山田美典事務所
所長、現在に至る

2012年 12月 税理士山田美典事務所所長、
現在に至る

2013年 ７月 日本公認会計士協会
主任研究員

2015年 ６月 当社監査役、現在に至る

1982年 ４月 トヨタ自動車工業株式会社
（現 トヨタ自動車株式会社）
入社

2010年 １月 同社北米部長
2011年 １月 同社ヨーロッパ部長
2014年 １月 当社参与
2015年 ６月 当社執行役員
2018年 ６月 当社取締役
2020年 ６月 当社監査役、現在に至る

1977年 ４月 トヨタ自動車工業株式会社
（現 トヨタ自動車株式会社）
入社

2001年 １月 トヨタテクニカルセンター
U.S.A.株式会社取締役社長

2008年 ６月 トヨタ自動車株式会社
専務取締役

2014年 ４月 トヨタホーム株式会社
取締役社長

2019年 ６月 当社監査役、現在に至る

猪飼 和浩

野上 敏哉

秋田 俊樹

今枝 功旗

近藤 善博

佐藤 雅彦

櫻井 武俊

牧野 元保

今枝 勝行

山岸 康一郎
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財務報告 財務データ 財務報告

5年間の連結財務サマリー

2017 2018 2019 2020 2021

売上高 481,945 507,645 500,002 440,061 487,303

売上原価 414,318 436,242 435,663 387,937 432,334

販売費および一般管理費 36,756 41,784 41,741 38,078 45,758

営業利益 30,871 29,618 22,597 14,045 9,211

親会社株主に帰属する当期純利益 22,014 18,090 15,067 12,026 3,569

設備投資額 20,139 25,307 23,065 12,210 14,401

研究開発費 25,398 25,856 28,119 26,976 30,470

営業活動によるキャッシュ・フロー 20,826 37,919 40,346 34,682 14,677

投資活動によるキャッシュ・フロー △19,769 △31,933 △22,289 △27,505 △26,005

財務活動によるキャッシュ・フロー 3,539 △8,033 △6,772 △4,525 △6,437

総資産 377,002 387,556 378,489 419,259 447,834

純資産 232,127 241,435 241,023 270,276 285,538

一株当たり当期純利益（円） 241.26 198.25 165.12 131.77 39.10

年間配当金（円） 64.00 64.00 62.00 50.00 60.00

配当性向（％） 26.5 32.3 37.5 37.9 153.5

自己資本利益率（ROE）（％） 10.5 8.1 6.6 5.0 1.4

自己資本比率（％） 58.4 59.0 60.3 60.9 60.0

（単位：百万円）

財務レビュー

経営成績に関する分析

事業の経過およびその成果
経済状況
　当連結会計年度における世界経済の状況は、多くの国の
ロックダウン解除による需要回復により年度前半は高い成
長率となっていましたが、世界的なコンテナ不足などによる
物流コスト高騰や、中国、EU、米国などで、財政・金融支援策
の効果消失などにより年度末にかけて失速しました。それに
加え、ロシアのウクライナ侵攻の影響によりエネルギー価格
の高騰などが生じ、先行き不透明な状況となっています。
自動車業界
　世界の自動車生産台数は世界的な半導体不足や、東南ア
ジアでの新型コロナウイルス感染拡大による部品供給不足
などにより、昨年に対し伸び悩みました。一方で世界的な環
境問題への意識の高まりを背景に、EVにおいては大幅に増
加しました。
取り組み
　当社グループでは、「安全第一の徹底と健康づくりの推
進」「お客さまに選び続けられる品質の提供」「人財の育成
と労働の質向上」「グローバルでのモノづくり・供給体制の
着実な強化」「新規ビジネスへの取り組み」「企業市民として
社会の期待に応えるための取り組み」を年度方針に掲げ、
グループ一丸となって継続的に取り組んでまいりました。
　主なトピックスは、以下の通りです。
■ 組織変更
　2022年1月1日付けで、世の中の多様なニーズに対応した製品開
発と環境変化に機動的に対応できるモノづくりの実現をめざし、ス
ピード感をもって変革を推進できるよう組織体制を変更し、これまで
の事業部制を主として製品開発を担当する「５つのビジネス領域」と
各工場を統括する「生産センター」に再編いたしました。
■ 新製品の開発
　自動運転や電気自動車などに貢献する「ステアバイワイヤコン
トロールユニット」や安全性向上および風抵抗低減に貢献可能な、
「フェンダー付けデジタルアウターミラー」、そして車両の盗難防
止に貢献する指紋認証スタートスイッチなどを開発いたしました。
　また、デジタルキーに関してさまざまな企業と提携し、カーシェ
アリング、社用車管理システムをはじめとするモビリティ領域で
サービスを拡大しています。
■ 環境への取り組み
　2050年までにCO2排出量実質ゼロを最終目標として2030年
までに工場から排出されるCO2排出量を60％以上低減（2013年
比）することをめざし、カーボンニュートラルな都市ガスの導入や
当社専用の太陽光発電所によるオフサイトPPA協定の締結を行
いました。
■ダイバーシティ活動の推進
　2022年1月1日付けでエグゼクティブオフィス直轄の「ダイバー
シティ推進室」を新設いたしました。また、経済産業省と日本健康
会議が実施する「健康経営優良法人」（ホワイト500）に3年連続で
選定されるとともに、厚生労働省より女性活躍推進法に基づく「え

るぼし」認定で最高位(3段階目)を取得いたしました。
　従業員の多様性を互いに認め合う職場づくりに取り組んでいます。
■ SDGs経営への取り組み
　当社は、2021年度より、上記の通り環境やダイバーシティなど
「SDGs経営への取り組み」を強化してまいりました。また、社会
貢献への取り組みとして、豊川市および大口町と、相互の連携を
強化し、地方創生の実現に必要な事業の実施に協力して取り組む
ため包括連携協定を締結いたしました。なお、これらの取り組みが
評価され、代表的なESG株式指数の一つである「FTSE Blossom 
Japan Sector Relative Index」の選定基準を満たし、構成銘柄に
選定されました。

財務状態に関する分析

資産、負債及び純資産の状況
資産
　資産は447,834百万円となり、前連結会計年度末に比
べ、28,575百万円増加いたしました。これは、主に棚卸資産
や投資有価証券の増加によるものであります。
負債
　負債は162,296百万円となり、前連結会計年度末に比
べ、13,313百万円増加いたしました。これは、主に仕入債務
や未払費用の増加によるものであります。
純資産
　純資産は285,538百万円となり、前連結会計年度末に比
べ、15,262百万円増加いたしました。これは、主にその他の
包括利益累計額の増加によるものであります。
　以上の結果、自己資本比率は前連結会計年度末の
60.9％から60.0％となりました。

キャッシュ・フローの状況
当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金

同等物（以下「資金」という。）は、53,854百万円となり前連
結会計年度末より15,750百万円減少いたしました。
営業活動によるキャッシュ・フロー
　営業活動の結果獲得した資金は前連結会計年度に比べ、
20,005百万円減少し、14,677百万円となりました。
　これは主に税金等調整前当期純利益が5,447百万円減
少した結果であります。
投資活動によるキャッシュ・フロー
　投資活動の結果使用した資金は前連結会計年度に比べ、
1,500百万円減少し、26,005百万円となりました。
財務活動によるキャッシュ・フロー
　財務活動の結果使用した資金は前連結会計年度に比べ、
1,912百万円増加し、6,437百万円となりました。
　これは主に配当金の支払額が916百万円増加した結果
であります。

（年度）
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財務報告 財務データ 財務報告

前連結会計年度 当連結会計年度
 2021年３月31日 2022年３月31日

前連結会計年度 当連結会計年度
2021年3月31日 2022年3月31日

連結貸借対照表
（単位：百万円） （単位：百万円）

資産の部

流動資産

現金及び預金 74,202 57,977

受取手形及び売掛金 69,863 81,137

電子記録債権 12,836 11,451

有価証券 2,699 4,801

商品及び製品 19,335 25,898

仕掛品 28,560 36,493

原材料及び貯蔵品 7,770 8,449

その他 10,858 11,580
貸倒引当金 △124 △55

流動資産合計 226,003 237,732

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 93,323 98,966
減価償却累計額 △59,480 △64,801

建物及び構築物（純額） 33,842 34,164

機械装置及び運搬具 161,036 173,978
減価償却累計額 △128,767 △141,548

機械装置及び運搬具（純額） 32,269 32,429

工具、器具及び備品 128,990 133,660
減価償却累計額 △120,819 △124,722

工具、器具及び備品（純額） 8,171 8,937

土地 13,104 13,417
リース資産 2,127 2,384
減価償却累計額 △955 △1,312

リース資産（純額） 1,171 1,071

建設仮勘定 4,899 7,336

有形固定資産合計 93,458 97,357

無形固定資産

ソフトウエア 2,296 2,425
その他 84 83

無形固定資産合計 2,381 2,509

投資その他の資産

投資有価証券 55,620 63,084

長期貸付金 333 323

退職給付に係る資産 30,989 35,032

繰延税金資産 3,107 4,302

その他 7,470 7,598
貸倒引当金 △105 △105

投資その他の資産合計 97,415 110,235

固定資産合計 193,255 210,102

資産合計 419,259 447,834

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 47,598 51,651

電子記録債務 10,707 10,631

リース債務 250 288

未払費用 24,831 33,736

未払法人税等 1,813 2,871

賞与引当金 8,017 9,021

役員賞与引当金 211 192

製品保証引当金 4,711 1,060
その他 8,512 10,057

流動負債合計 106,652 119,513

固定負債

社債 10,000 10,000

リース債務 722 604

繰延税金負債 6,179 7,939

役員退職慰労引当金 342 296

退職給付に係る負債 24,942 23,793

資産除去債務 73 72
その他 69 77

固定負債合計 42,330 42,783

負債合計 148,983 162,296

純資産の部

株主資本

資本金 22,856 22,856

資本剰余金 25,872 25,872

利益剰余金 198,421 196,514
自己株式 △5,326 △5,285

株主資本合計 241,824 239,957

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 7,599 8,389

為替換算調整勘定 △847 8,173
退職給付に係る調整累計額 6,676 12,191

その他の包括利益累計額合計 13,428 28,755

非支配株主持分 15,023 16,825

純資産合計 270,276 285,538

負債純資産合計 419,259 447,834
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財務報告 財務データ 財務報告

  前連結会計年度   当連結会計年度
自　2020年4月1日
至　2021年3月31日

自　2021年4月1日
至　2022年3月31日

（単位：百万円） （単位：百万円）

（単位：百万円）

売上高 440,061 487,303
売上原価 387,937 432,334
売上総利益 52,124 54,969
販売費及び一般管理費 38,078 45,758
営業利益 14,045 9,211
営業外収益
受取利息 230 264
受取配当金 436 490
持分法による投資利益 285 419
為替差益 2,418 4,257
助成金収入 722 －
過年度関税等戻入益 336 －
雑収入 793 1,135
営業外収益合計 5,223 6,567

営業外費用
支払利息 76 74
雑損失 181 146
営業外費用合計 257 221

経常利益 19,011 15,557
特別利益
製品保証関連損失戻入益 2,820 －
特別利益合計 2,820 －

特別損失
固定資産除売却損 93 －
減損損失 2,629 1,700
投資有価証券評価損 － 195
特別損失合計 2,722 1,896

税金等調整前当期純利益 19,108 13,661
法人税、住民税及び事業税 5,734 6,796
法人税等調整額 △165 1,529
法人税等合計 5,568 8,326
当期純利益 13,539 5,334
非支配株主に帰属する当期純利益 1,513 1,765
親会社株主に帰属する当期純利益 12,026 3,569

連結損益計算書

  前連結会計年度   当連結会計年度
自　2020年4月1日
至　2021年3月31日

自　2021年4月1日
至　2022年3月31日

（単位：百万円）

当期純利益 13,539 5,334
その他の包括利益
その他有価証券評価差額金 6,596 791
為替換算調整勘定 5,304 9,644
退職給付に係る調整額 8,069 5,501
持分法適用会社に対する持分相当額 50 106
その他の包括利益合計 20,020 16,044

包括利益 33,559 21,379
（内訳）

親会社株主に係る包括利益 31,476 18,896
非支配株主に係る包括利益 2,083 2,483

連結包括利益計算書

連結株主資本等変動計算書

株主資本 その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 22,856 25,887 191,023 △5,369 234,397 1,113 △5,783 △1,351 △6,022 12,648 241,023

会計方針の変更による
累積的影響額 △65 △65 △65

会計方針の変更を
反映した当期首残高 22,856 25,887 190,958 △5,369 234,332 1,113 △5,783 △1,351 △6,022 12,648 240,958

当期変動額

剰余金の配当 △4,562 △4,562 △4,562

親会社株主に帰属する
当期純利益 12,026 12,026 12,026

自己株式の取得 △0 △0 △0

自己株式の処分 △2 44 41 41

連結子会社の増資
による持分の増減 △12 △12 △12

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） 6,485 4,936 8,028 19,450 2,375 21,825

当期変動額合計 － △14 7,463 43 7,492 6,485 4,936 8,028 19,450 2,375 29,318

当期末残高 22,856 25,872 198,421 △5,326 241,824 7,599 △847 6,676 13,428 15,023 270,276

株主資本 その他の包括利益累計額
非支配
株主持分

純資産
合計資本金 資本

剰余金
利益
剰余金 自己株式 株主資本

合計

その他
有価証券
評価差額金

為替換算
調整勘定

退職給付
に係る
調整累計額

その他の
包括利益
累計額合計

当期首残高 22,856 25,872 198,421 △5,326 241,824 7,599 △847 6,676 13,428 15,023 270,276

当期変動額

剰余金の配当 △5,477 △5,477 － △5,477

親会社株主に帰属する
当期純利益 3,569 3,569 － 3,569

自己株式の取得 △0 △0 － △0

自己株式の処分 △0 41 41 － 41

株主資本以外の項目の
当期変動額（純額） － 790 9,021 5,515 15,326 1,802 17,128

当期変動額合計 － △0 △1,907 40 △1,866 790 9,021 5,515 15,326 1,802 15,262

当期末残高 22,856 25,872 196,514 △5,285 239,957 8,389 8,173 12,191 28,755 16,825 285,538

前連結会計年度
自　2020年4月1日　
至　2021年3月31日

当連結会計年度
自　2021年4月1日　
至　2022年3月31日
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財務報告 財務データ

  前連結会計年度   当連結会計年度
自　2020年4月1日
至　2021年3月31日

自　2021年4月1日
至　2022年3月31日

（単位：百万円）

営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前当期純利益 19,108 13,661
減価償却費 18,566 18,166
減損損失 2,629 1,700
貸倒引当金の増減額（△は減少） 40 △74
賞与引当金の増減額（△は減少） △936 872
役員賞与引当金の増減額（△は減少） △83 △18
製品保証引当金の増減額（△は減少） △3,163 △3,722
役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） 10 △46
退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △2,926 △535
退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △977 △968
受取利息及び受取配当金 △667 △755
支払利息 76 74
持分法による投資損益（△は益） △285 △419
為替差損益（△は益） △1,747 △3,439
有形固定資産除売却損益（△は益） △73 172
売上債権の増減額（△は増加） △11,044 △4,811
棚卸資産の増減額（△は増加） △6,320 △9,742
仕入債務の増減額（△は減少） 8,861 366
未払消費税等の増減額（△は減少） 276 △1,845
その他 17,801 10,981
小計 39,143 19,615
利息及び配当金の受取額 707 829
利息の支払額 △78 △76
法人税等の支払額 △5,090 △5,691
営業活動によるキャッシュ・フロー 34,682 14,677

投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の売却及び償還による収入 2,500 2,800
有形固定資産の取得による支出 △16,167 △18,078
有形固定資産の売却による収入 69 95
投資有価証券の取得による支出 △11,119 △11,103
投資有価証券の売却による収入 － 197
貸付けによる支出 △199 △197
貸付金の回収による収入 220 232
その他 △2,809 49
投資活動によるキャッシュ・フロー △27,505 △26,005

財務活動によるキャッシュ・フロー
非支配株主からの払込みによる収入 617 －
リース債務の返済による支出 △244 △320
配当金の支払額 △4,561 △5,477
非支配株主への配当金の支払額 △376 △680
自己株式の取得による支出 △0 △0
その他 41 40
財務活動によるキャッシュ・フロー △4,525 △6,437

現金及び現金同等物に係る換算差額 1,524 2,016
現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 4,175 △15,750
現金及び現金同等物の期首残高 65,429 69,604
現金及び現金同等物の期末残高 69,604 53,854

連結キャッシュ・フロー計算書

「東海理化レポート2022」についての
お問い合わせ先

株式会社東海理化  総務部CSR推進室
〒480-0195 愛知県丹羽郡大口町豊田三丁目260番地

TEL（0587）95-5211  
FAX（0587）95-0337

編集方針
　本レポートは、東海理化グループの事業活動、財務情報、
環境および社会性に関する活動を報告しています。本レ
ポートの内容につきましては、当社ホームページ上でも御覧
いただけます。
　また、本レポートの中で当社の活動において、重要と思われ
る部分については、前年からの修正再記述となっています。

2022年9月（前回発行：2021年7月、
次回発行：2023年7月予定、年１回発行）

発行時期

　株式会社東海理化および東海理化グループの取り組みを
報告しています。

対象範囲

2021年4月1日～2022年3月31日
※活動の理解を深めるものとして、一部2022年4月以降の活動や計画も記載してい
ます。また、記載された関係者の所属・役職名は活動当時のものです。

対象期間 【将来の見通しに関する注意点】
　本レポートには､当社の将来についての計画や戦略､業績に関する予想および見通し
が含まれており、これらの記述は､当社が現時点で把握可能な情報から判断した仮定お
よび所信に基づく見込みです｡環境の変化によって実際の結果とは異なる場合があり、
実際の業績が当社の見込みとは異なる可能性があることをご承知おきください。

参考ガイドライン

環境省「環境報告書ガイドライン2018年度版」
GRI「スタンダード（Global Reporting Initiative）」
  本レポートに掲載しているデータについては、最新のデータ（2021年
度末時点）に見直しています。（過去の報告書に掲載したデータとは異
なる場合があります。）

コーポレートデータ

株式所有者別分布状況   （2022年3月現在）

証券会社
1.0%
国内法人
44.6%

金融機関
17.9%

自己名義
3.1%

外国人
20.9%

個人
12.5%

株式数
94,234,171株

社名 株式会社東海理化
（登記社名　株式会社東海理化電機製作所）

本社所在地 〒480-0195
愛知県丹羽郡大口町豊田三丁目260番地

設立年月 1948年8月30日

従業員数 20,083名（連結2022年3月末日現在）

資本金 228億円（2021年3月末日現在）

売上高 連結：4,873億円 単独：2,320億円 
（2022年3月期）

経常利益 連結：155億円 単独：91億円
 （2022年3月期）

発行可能
株式総数 200,000,000株

発行済
株式の総数

94,234,171株
(自己株式2,937,578株を含む)

株主数 9,341名

株式上場 東京証券取引所、名古屋証券取引所
証券コード：6995

監査法人 有限責任監査法人トーマツ

株主名簿
管理人

三井住友信託銀行株式会社
東京都千代田区丸の内一丁目４番１号

同事務
取扱場所

名古屋市中区栄三丁目15番33号
三井住友信託銀行株式会社証券代行部

大株主の状況

株主名 持株数
（千株）

持株比率
（％）

トヨタ自動車株式会社 29,367 32.16 

株式会社デンソー 8,873 9.71

日本マスタートラスト信託銀行株式会社
（信託口） 8,347 9.14

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 2,604 2.85

第一生命保険株式会社 2,275 2.49

東海理化社員持株会 1,573 1.72

ジェーピー モルガン チェース バンク  
380684 1,336 1.46

ステート ストリート バンク アンド トラスト 
カンパニー 505001 1,285 1.40

ザ バンク オブ ニューヨーク トリーティー 
ジャスデック アカウント 1,217 1.33

SSBTC  CLIENT  OMNIBUS  ACCOUNT 1,181 1.29

（注）持株比率は、発行済株式の総数より自己株式を控除して計算しています。



● 石油溶剤の割合が少なく、生分解性に優れた植物油インキを使用しています。
● 有害物質を含む湿し水を使用しない、水なし印刷方式にて印刷しています。
● この報告書はFSC森林認証紙を使用しています。
● ユニバーサルデザインの視点に基づいた書体（UDフォント）を使用しています。
● 針金を使用しないため安全性に優れています。
● ISO14001認証取得工場にて印刷しています。

総務部CSR推進室
〒480-0195   愛知県丹羽郡大口町豊田三丁目260番地
TEL（0587）95-5211  FAX(0587)95-0337
http://www.tokai-rika.co.jp

この印刷物500部を作成する際に排出されたCO2排出量1,020kg-CO2、
株式会社ウェイストボックスを通じ、排出権（J-クレジット：富山県の富山
市エコタウン内における石﨑産業エネルギーセンターによる廃棄物発電
を用いた温室効果ガス排出低減事業）によりカーボンオフセットされ、地
球温暖化防止に貢献しています。

この報告書（500部）作成にかかる
CO2合計排出量

株式会社東海理化 1,020kg‒CO2

  峯 愛実（めぐみ）さん作
     『笑顔のシャワー』
     「パラリンアート世界大会2021※」 
    東海理化賞 受賞作

※一般社団法人 障がい者自立推進
機構が開催する世界中の障がいの
ある方々からアート作品を募集する
コンテストであり、当社が協賛

表紙イラスト東海理化レポート 2022

東海理化レポート 2022
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